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京都府政務調査費の交付に関する規程の
一
部を改正す

る規程を次のように定める。
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京都府議会議長 林  田   洋

京都府政務調査費の交付に関する規程の
一部を改

正する規程

京都府政務調査費の交付に関する規程 (平成13年3月

30日制定)の
一部を次のように改正する。

第10条第 1項 中 「30日」を 「60日」に改める。

附 則

この規程は、平成22年4月 27日から施行する。

教 育 委 員 会

京都府教育委員会が所管する小学校、中学校、高等学

校及び特別支援学校教員の採用選考試験を次のように行

う。

平成22年4月 27日

京都府教育委員会

スペシャブスト特別選考 1高等学校

(教員免許状を有してい 1 理 科、保健体育 110名 以内

ない場合に受験可)

身体障害者特別選考  十
一般選考に同じ。  1若  子  名

注 1 次 の場合を除き、 2以上の校種等及び教科 (科

目)を 併願することはできない。
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校 種  等 教科 (科目)
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予定人数
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選

考

般

採
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枠

小学校 190名程度

中学校 国語、社会、数学、

理科、音楽、美術、

保健体育、技術、外

国語 (英語)

140名程度

高等学校 国語、地理歴史 ・公

民、数学、理科、保

健体育、音楽、美術(

書道、外国語(英語)、

家庭、農業、工業、

商業

80名程度

特別支援学校 50名程度

養護教諭 (小、

中、高、特別支

援学校共通)

10名程度

栄養教諭 (小、

中、特別支援学

校共通)

若 子  名

Jヒ

部

採

用

枠

小学校 ‐般採用枠

190名程度

のうち60名

以内

中学校 国語、数学、理科、

外国語 (英語)

一般採用枠

140名程度

のうち30名

以内

高等学校 国語、地理歴史 ・公

民、数学、理科、外

国語 (英語)

一般採用枠

80名程度の

うち20名以

内

特別支援学校
一般採用枠

50名程度の

うち20名以

内

431
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1 .は じめ に

平成 12年 の地方自治法の一部改正によつて、議会の議員が行う調査研究に

資するために必要な経費の
一部として、条例の定めるところにより政務調査費

が交付されることになつた。その趣旨は、地方議会の活性化を図るため、地方

議員の調査活動基盤を充実させ、その審議能力を強イしさせるとともに、併せて、

その使途の透明性を確保することにあった。

京都府議会においては、「開かれた議会」を推進する立場から、公費をもつ

て支弁されてしヽる政務調査費の支出について、透明性の確保を図ることが府民

の要請に応えるものであるとして、条例制定時 (平成 13年 4月 施行)よ り他

府県に先ん じて、当時の政治資金規正法の例にならしヽ領収書の添付義務を課 し、

その後の他府県の制度改善に大き<影 響を与えてきた。

制度制定以来 6年 余が経過 し、府民の公金の使途に対する関|いの高まりなど

を踏まえ、平成 19年 7月 に議会改革に関する議長からの諮問により議会運営

委員会の下に設置された 「府民にのかりやすしヽ議会のあり方検討分科会」にお

しヽて、政務調査費の見直 しについての積極的な協議がなされた。その検討結果

|よ、議会運営委員会に報告され、議会運営委員会から議長への答申となり、す

べての支出に係る領収書等の写 し及び主な政務調査活動に係る活動報告書の添

付を義務付ける条例改正 (12月 18日 議決)が 行われた。

こうした政務調査費に係る透明性の向上と説明責任の担保に向けた制度改正

を実効あるものとし、政務調査費に1系る府民の理解をより深めるため、平成

19年 12月 に、時代にあつた公的負担のあり方を府民目線で検討するために

有識者の参画を得て設置された「京都府議会における公的負担のあり方検討会」

におしヽて、政務調査費の使途基準の考え方や手続上の留意事項など政務調査費

制度の運用につしヽての検討が精力的に行われた。

この運用マニュアルは、上記検討会での検討結果を十分に踏まえ、政務調査

費の適正な執行に資するために作成するものである。

土



2.政 務調査費の概要    |

(1)政 務調査活動の意義
・内容

ア 政 務調査活動の意義
・内容

(ア)議 員の職責・職務については、全国議長会の都道府県議会制度研究会最

終報告(H194.191において、次のように取りまとめられている。

○議員の職責

・公務員として住民全体の奉仕者たるべき貢務

・住民の直接選挙によつて選出されることから生する住民の代表者
としての責務

・含議体の構成員として議会の機能を遂行する蓑務

|○議員の職務

l ① 自治体の政策形成にかかわる調査
・企画・立案を行うこと.。

l ② 政 策形成に必要な情報収集、意向調査、住民との意見交換などの活動を行
うこ

|  と 。

l ③ 政策形成に関する調査研究の推進に資するため、議案調査、事務調査な
どの活

動を行うこと。

④ 議会の適正かつ効率的な運営
・管理を確保するために、会派代表者会議などの

会議に出席すること。

③ 議会の会議における審議を通じて団体意思 (例えば条例)ま たは機関意思 (例

えば意見書)を確定 (決議)す ること。

⑥ 執行機関としての首長等による団体意思の執行
・実施が適法・適正に、かつ公|

平・効率的・民主的になされているかどうかを監視し、必要に応じ是正措置を促|

し、または代案を提示すること。

② 団 俸意思の執行
・実施によつて、当初の意図どおりの効果

t成果をあげたかど

うか評1面し、必要な対応を促すこと。

③ 自 治体が主催
・共催する記念式典その他の公式行事に出席すること。

2



(イ)政 務調査活動について

前記 (ア)を 踏まえ行われる議員活動のうろ、府の事務及び地方行

財政に関する調査研究に資するために行う次の活動を政務調査活動と

位置付けている。(親程第 2条 )

① 府 の政策形成にかかわる調査、企画、立案等に関する活動

② 府 の政策形成に必要な情報収集、意向調査、府民との意見交換等の活動

③ 府 の政策形成|こ関する調査研究の推進に資するための議案調査、事務調

査等の活動

④ 府 の事務執行の過程における効率性等の観点からの監視、是正、提案等

に関する活動

⑤ 府 の事務執行の結果に対する目的達成度等の観点からの評価、提案等に

関する活動

⑥ ① ～⑤に掲げるもののほか、府の事務又は府政に関し、議員が行う活動

であつて、議長が必要と認めるもの

なお、具体的には、次のような諸活動が者えられる。

① 会 派、議員が府政の一般課題、議会で審議する案件について行う調査研

究及び情報収集のための活動

② 会 派、議員が政治家、行政関係者又は民間の団体との意見交換及びそれ

|らの者から情報収集を行うための活動

③ 会 派、議員がイ主民からの要望及び意見の聴取並びに住民との意見交換の

ために行う活動

④ 会 派、議員が住民に対して行う広報活動等

イ 政 務調査費とは

議員が、その職責 ・職務を果たすために必要な上記の政務調査活動を

支えることを目的に交付される経費である。

具体的には、規程則表に定める使途項目につしヽて充当することができ

る経費である。(3.使 途基準を参照)

、    3



(2)京 都府における政務調査費制度の概要

(平成 20年 4月 1日 施行)

区 劣 会 派 の 政 務 調 査 費 議 員 の 政 務 調 査 費

根 拠 ・地方自治法第100条 第13頂及び第14項

・京都府政務調査章の交付に関する条例

・京都府政務調査費の交付に関する規程

使 途 基 準

~肩
万事務及び地力行財政に関する調査研究に資するた

め必要な経費 (調査研究費、研修費、会議費、資料作成

費、資料購入費、広報費、事務所費 (議員劣)、事務費、

人件費)の 一言8を交付する。

(具体の使途は、3の (2)「使途基準の考え方」による。)

交 付 対 象 会派 (1人 会派を含む) 議  員

交 付 金 額 月額 10万 円×会派所属議

員数×12ヶ 月

月額40万 円X12ヶ 月

交 付 方 法 議長は矢□事に議員名(交

付対象)を 通矢□

①

　

　

一

派

は

　

一

△否
　
三区

し

整識

対
　
ヽ

知事は交付を決定、会派及び議員に通知

毎月初日に交付 (会派及び議員|□人の□座へ)

②

③

収 支 報 告 会派の代表者及び議員は、支出につしヽての領収書その

他の証拠書類の写し (以下 「領収書等の写し」という。)

及び政務調査の主な活動を記朝した活動報告書を添付し

て、収支報告書を議長に提出しなければならなしヽ。

(条例第10条 )

議 長 の 調 査 議長|よ、政務調査費の適正な運用を期すため、収支報

告書が提出されたときは、必要に応じ調査を行うものと

する。(条例第11条 )            __

残余額の返還 会派及び議員は政務調査費に残余がある (支出額が

交付額を下回る)揚 合は、返還しなければならなしヽ。

(条例第12条 )            _

収支報告書等

の関覧

何人も、収支報告書、領収書等の写し及び活動報告書

を関覧することができる。(条例第13条 )

証拠書類等の

保存

会派の政務調査費経理責任者及び議員は、政務調査費

の支出につしヽて、会計帳簿を作成、証拠書類等を整理保

管し、5年間保存しなければならなしヽ。(親程第9条 )_

4



3.使 途基準

(1)条 例 ・規程上の定め

■ ● ‐ ‐ ‐ ■ E 口 白 白 コ コ ロ ‐ ‐ ' ‐ ・ ‐ コ ロ ■ 0 日 ‐ コ ロ
ロ ロ コ ‐ B 。 白 口 0 白 白 ‐ ‐ 口 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ・ ‐ コ ロ

ロ ‐ 「・日

、

″
…… …… ………… …………… ロ

会派及び議員は、政務調査費を議長が別に定める使途基準に従い使用しなけ

ればならない。(条lT」第9条 )

条例第9条 に規定する使途基準は、会派に係る政務調査費については、別丞

第 1、 議員に1系る政務調査費については、副表第 2の とおりとする。(規程第

5条 )
,                             コ

ロ , . . _ 口, _ ‐‐ ・・‐ B ' ‐‐ ・ ・ コ ロ ロ ‐ B ・‐ ・ コ ノヽ口………………………………………………………………………

(別表第 1、 届」表第2の 振粋 (規程第5条 関係))

項  目 会  派 議  員

調査研究費 会派が行う府の事務及び地方行財政

に関する調査研究並びに調査委託に

要する経費

議員が行う府の事務及び地方行財政

に関する調査研究並びに調査委託に

要する経費

研 修 費 会派が開催する研修会、講漫会等の

実施に必要な経費並びに他団体が開

催する研修会、講演会等への所属議

員及び会派の雇用する職員の参加に

要する経費

団体等が開催する研修会叉は講演会

等への議員及び議員の雇用する秘書

等の参加に要する経費

会 議 費 会派における各種会議に要する経費 議員が行う地域住民の府政に関する

要望、意見を吸収するための各種会

議に要する経費

資料作成費 会派が議会審議に必要な資料を作成

するために要する経費

議員が議会審議に必要な資料を作成

するために要する経費

資料購入費 会派が行う調査研究のために必要な

図書、資料等の購入に要する経費

議員が行う調査研究のために必要な

図書、資料等の購入に要する経費

広 報 費 会派が行う議会活動及び府政に関す

る政策等の広報活動に要する経費

議員が行う議会活動及び府政に関す

る政策等の広報活動に要する経費

事 務 所 費 議員が行う調査研究活動のために必

要な事務所の設置及び管理に要する

経費

事 務 費 会派が行う調査研究に係る事務遂行

に必要な経費

議員が行う調査研究に係る事務遂行

に要する経費

人 件 費 会派が行う調査研究を補助する職員

を雇用する経費

議員が行う調査研究を補助する職員

を雇用する経費

あ



土
（　
通

各項目に

共通して

適用され

る基準

の者虎

充当に適し

ない例

・ 次の活動等に係る経費の支出

は政務調査費の使途の対象外(以

下 願」象外」としヽう。)

(1)政 党活動

(2)選 挙活動

(3)後 援会活動

(41 私 的経費

※ 具 体的には議長会報告の例示

を参考とすること。(右記)

※ 政 務調査活動以外の経費と不

司分の揚合は駿分

○ 全 国議長会の 「政務調査費を充当

するのに適しないlD3」

◇ 政 党活動への支出は政務調査費を

充当するのに適しない。

例)・ 党大会への出席
・ 政党活動、府連 (政党等)

活動
・ 政党の広報紙、メモンフレッ

ト、ビラ等の 「E日厨」」「発送料」
・ 政党組織の事務所の設置維

持経費 (人件費を含む)
・ 党大会賛助金、党大会参加

費、党大会参加旅費等
・ 会派の役員経費

◇ 選 挙活動への支出は政務調査費を

充当するのに適しない。

133)・ 衆 ・参議院選挙等に当たつ

ての各種団体への支援依頼活

動、選挙ビラ作成
・ 選挙関係に係る経費、選挙

活動費

◇ 後 援会活動への支出は政務調査費

を充当するのに適しない。

例)・ 後援会活動のための経費
・ 後援会の広報紙、パンフレ

ット、ビラ等の 「E日刷」「発送

料」
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上
（　
通

各項目に

共通して

適用され

る基準

充当に適し

ない例

(適しない例 (後援会活動)の 続き)
・ 後援会玉催の 「報告会等」

の開催経費
・ 後援会が主催する府政報告

会

◇ 私 的経費への支出は政務調査費を

充当するのに適しない。

例)・ 慶弔餞別費等 (病気見舞い、

香典、祝金、餞別、す志、中

元、歳薯等の費用、慶弔、電

報、年賀状の購入または印届」

等の経費)
・ 冠婚葬祭の出席

例)葬 儀、視賀会、結婚式、

祭り
・ 宗教活動

lp3)檀家、総代会、報恩講、

宮参り
・ 観 光、レクリエ

ーシヨン、

私用用務等による旅行
・ 親睦会、レクリェ

ニシヨン

等のための経費
・ 議員個人の私的目的のため

に使用する経費

そ の 他 ・ 過年度に支出した経費を計上

するなど、当該年度に支出の実

態のない経費は対象外

。 当該年度に発生し履行された

ものに係る支出が、収支報告書
の提出日までに行われたものは

対象とする。

議員の任期を超えない範囲の前払

いに係る経費については充当対象と

なると考えられる。(資料購入費監

査基準の準用)

?
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調
査

研
究
費

調査研究の委託等については、

委託業務の名称、目的、具体的

な調査委託事項、契約期間及び

契約金額を示した業務委託契約

書の締結並びに報告書等の成果

物の確認等により、業務の内容

が確言語できることを要する。

委託業務の内容を確認できること

に重点を置いた。

共

8



1俸斧1暮1率の1者ネ声 審替培帯督撃

調
査
研
究
費

議員が行

う府の事

務及び地

方行財政

に関する

調査研究

並びに調

査委託に

要する経

費

(調査委

託費、交

通費、宿

泊費等)

○例示
・学識経

験者等ヘ

の調査委

託費

・府内 ・

府外調査

費

・調査研

究のため

の登庁費

一父

通

費

等

公共交

通機関

( 鉄道

賃、タ

ク シー

代 等 )

自動車

等利用

( ガソ

リン代、

高速道

路 ・有

斜道路

料金、

構 車料

金)

(イの続き)

(ア)政 務調査活動の書」含 (使用

距離数等)が 明らかでない場合

・ 政務調査専用の車両の場合

10劣 の9
・ 上記以外の場合 2劣 の1

<視 察調査に係る留意事項>

・ 日程によっては、投分が必要であ

る。

・ 公務視察中に調査研究のための視

察を行う場合あるいは公務視察期間

に継続かつ追加して調査研究のため

の視察を行う場合については、公務

の部のと調査研究活動の部劣がBttPBB

的、場所的、経費的に重複すること

なく明確に区分できることが必要で

ある。

<府 外 ・海外調査に関する留意事項>
・ 調査研究費の支出が慢途基準に適

含するというためには、少な<と も

以下の要件を満たす財要がある。

(ア)調 査の目的が 「府の事務、地方

行財政に関する調査研究」という調

査研究費の趣旨に適合するものであ

ること

(イ)(ア )の 目的を踏まえて、調査

行程や調査先が選定されてしヽること

(ウ)調 査先において、府の事務及び

地方行財政に関して中身のある説明

や質疑応答がなされていること

(工)訪 問調査が調査行程の主要な部

分を占めてしヽること

(牙)調 査費用が目的、効果との関係

で著し<高 額ではないこと

損害保

険料

損害保険料 (旅行)は 対象外

レンタ

カー

・ 政務調査活動のため専用の車

両を臨時的に借用する経費等、

やむを得ないものは認める。

府外調査における一時借り上げの

レンタカニ等も充当対象

8



頂

調
査

研
究
費

箋離
謙 使途基準の考|えカ 補す足11説1明1等

議員が行

う府の事

務及び地

方行財政

に関する

調査研究

並びに調

査委託に

要する経

費

(調査委

託費、交

通費、宿

泊費等)

○例示
・学識経

験者等ヘ

の調査委

託費

・府内 ・

府外調査

費

・調査研

究のため

の登庁費

会 費 等 ・ 次の事項に要する経費 (会費

等)の 支出は対象外

(1)活 動総体が政務調査活動に雪

与しない団体

(2)個 人として力B入している団体

等

(例)町 内会費、同窓会費、PT

A会 費、県人会会費、婦大会費、

スポーツクラブ会費、老人クラ

ブ会費等議員個人に帰属する会

費

政党本来の活動に伴う大会等

議会内の親睦団俸

他議員の後援会、祝賀会

宗教団体

冠婚葬祭

親陸、飲食を玉目的とする会
ハ
□

(9)意 見交換を伴わない会合

(10)視 金、寸志、手みやげ等

(11)視 電、弔電、レタックス等

○ 全 国議長会の 「会費として支出す

るのに適しなしヽlp3」

次の会蓑は、政務調査活動として

支出するのは不適当と思われる。

・ 団体の活動総体が政務調査活動に

寄与しない場合、その団体に対して

収める年会費、月会費の支出は適当

ではない。

・ 1国人の立場で加入してしヽる団体な

どに文]する会費等

(例)町 内会費、公民館費、壮年会

費、PTA会 費、婦人会費、スポ
ー

ツクラブ会費、商工会費、同窓会費、

および老人クラブ会費並びにライオ

ンズクラブ、□―タリ
ークラブの会

費等で、議員個人に本来帰属する会

費

,政 党 (府連)本 来の活動にともな

う党大会、党費、党大会贅助金等

ｏ

側

ｏ

ｏ

ｍ

Ｇ

宿泊料の上限額につしヽては、甲地

力は14,800円 、乙地方は13,

300円 である。

(甲地力は、さいたま市、千葉市、

東京都特局」区、横浜市、川崎市、名

古屋市、京都市、大阪市、堺市、神

戸市、広島市、福岡市であり、乙地

力は、それ以外の地域である)

宿泊料に含まれる夕食代
・朝食代

は、当該宿泊先又は当該宿泊先の施

設内の店舗が発行した領収書により

確認できるものを対象とする。

昼食代については、認めなしヽこと

とする。

宿泊料は、費用弁償条lD3に定

める額を上限として、実費の範

囲で認める。

宿 泊 費

10



項

霙置尋是
ぢ宮窟1込

議員が行

う府の事

務及び地

力行財政

に関する

調査研究

並びに調

査委託に

要する経

費

(調査委

託費、交

通費、宿

泊費等)

○例示
・学識経

験者等ヘ

の調査委

託費

・府内 ・

府タト調査

費

・調査研

究のため

の登庁費

使途内容等 使遷基準あ巻党港 子離1罵1説 篤
¨
翻
”轡！！一

基
一！！！十め

調
査

研
究
費

研修会等での講師、助言者等
への弁当代、政務調査活動に資

する会議等への参all会費が会議

に電|き続く飲食経費を含み不司

分の場合等は、社会通念上の妥

当性 を超 えな い範 囲 ( 上限

5,OOO円 )で認める。

(会費として適しない例の続き)

,議 会内の親睦団体 (議員野球郡、

ゴルフクラブ)の 会費

・ 他の議員の後援会や祝賀会に出席

する会費

・ 宗教団体の会費

・ 冠婚葬祭の経費 (結婚式の会費、

香典、視賀会の会費、祭りの経費)

・ 親睦または飲食を目的とする会含

の会費

・ 意見交換を伴わない会合の参加費

<調 査研究費>

次の経費への支出は政務調査費

当するのに適しない。

口 挨拶、会食やテープカットだけ

出席(例)

① 」 A、 漁協、土地改良区及び森

林組合の総会の挨拶だけの出席

② 町 内会、老人クラブ、青年団、

壮年会及び婦人会の新年会の会食

だけの出席

③ 府 有施設及び府道の起正式、
正式の出席

・ 飲食を主目的とする懇談会

・ 議員が他の団体の役隧 兼ねてい

て、その団体の理事会、役員会や総

会の出席

・ 次の会合等への出席に係る経

費の支出は対象外

(1)挨 拶、会食やテープカットだ

けの出席

(2)飲 食を玉目的とする懇談会ヘ

の出席

(lS3)新春互礼会、歓迎レセプシ

ョン、祝賀会等

(3)議 員が役職に就任している団

体の理事会、役員会、総会等ヘ

の出席

会 費 等

量豊

食 糧 費
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調
査

研
究
費

謝金、謝礼

(商品券、

ギフト券)

等

謝金、謝礼 (商品券、ギフト

券)等 に係る経費については、

支出の客観的な確認ができない

場合又は支払先
・謝礼先が特定

できない場合は対象外

研
修
費
関
穆
する|

講浸会等
への議員

及び議員

の雇用す

る秘書等

の参加に

要する経

費

(会費、

交通費、

共 通
・ 研修会、講漫会等の内容が政

務調査目的以外のものは対象外

・ 会派支は議員の被用者が参加

している場合は、雇用の事実が

確言語できることを要する。

交 通 費 調査研究費と同じ

宿 泊 費 調査研究費と同じ

会 費 等 調査研究費と同じ

食 糧 費 調査研究費と同じ

謝金、謝礼

(商品券、

ギフト券)

等

調査研究費と同じ

量2



鞠
鶴器
叫

!使迭基準お巻料

会
議
費

議員が行

う地域住

民の府政

に関する

要望及び

意見を吸

収するた

めの会議

に要する

経費

(会場費、

機材借り

上げ費、

資料印層」

費等)

○例示
・地域府

政要望会

開催費

・地域住

民 ・団体

との意見

交換会

・地域研

究会の開

催

・学識経

験者との

意見交換

会

共 通 会議の内容が明らかでないも

のや政務調査目的以外のものは

対象外

交 通 費 調査研究費と同じ

宿 泊 費 調査研究費と同じ

会 費 等 調査研究費と同じ

食 糧 費 調査研究費と同じ

謝金、謝礼

(商品券、
ギフト券)
等

調査研究費と同じ

会 場 費 会場費に茶、水、コ
ーヒー、紅

茶、ジュースに係る経費が含まれ

不電劣の場合は対象とする。

必要に応じて事務所費、事務

費、人件費のlp」により接分を行

う。

機材借り上

げ費

・ 必要に応じて事務所費、事務

費、人件費の例により按劣を行

う。

資料印刷費 ・ 資料作成費のlF」により捜角を

行う。

量3
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広
報
費

議員が行

う議会活

動及び府

政に関す

る政策等

の広幸R活

動に要す

る経費

(広報紙
・報告書

等 印 刷

費、送料、

交 通 費

等)

○例示
・広報紙

等作成費

及び郵送

料

・府政広

報活動経

費

・ホーム
ページ開

設 ・維持

費

共 通 広報紙等が政務調査目的以外

のものであれば対象外

交 通 費 調査研究費と同じ。

広

報

活

動

費

会場費

等

必要に応じて事務所費、事務

費、人件費のlS」により駿劣を行

う。

)議 員が行う広報には、その内容に

照らして大剛すれ|よ

① 住 民の意見を捕取することを目

的とするもの

② 議 会活動の成果等を報告するも

の

の2種 類が考えられるが、政務調査

活動という観点からは、住民の意見

を議会活動に反映させることを目的

としたものであるか否かを基本とし

て判断すべきものと考える。

広

報

紙

印

刷

費

等

E回届」費

送 料、

配布料

・ 広報紙等が政務調査目的以外

のものであれば対象外

※ 政 務調査活動以外と不可劣の

場合は接劣

・ 広報紙等に係る経費の按劣万

法

成果品を確認し、政務調査目

的に要した紙面の割合等により

接劣

ホームペー

ジ作成 ・管
理費

ホームページの作成 ・維持更

新に係る経費は、政務調査に要

した実費の範囲で認める。

量あ



使途基準鶏 ‐有
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一
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多くの府県のマニュアルにおいて

規定されている事務所としての要件

を定めることとした。

事
務
所
費

香晶窒編|
ために必

要な事務

所の設置

及び管理

に要する

経費

土
（
通

事務所

として

の要件

次のような事務所としての要件

を満たす必要がある。

・ 事務所としての外形上の形態

を有していること。

・ 事務所としての機能 (事務ス

ペース、応接スペ
ース、事務用

備品等)を 有していること。

・ 賃貸の場合は、議員が契約者

となっていること。

設

置

費

購入費

関係

事務所購入費は対象外 政務調査費は、原則的に調査研究

活動の対価を支払うものであり、そ

の環境整備にまで使うことは適当で

はない。したがって、事務所購八費

(不動産の購入費、建築工事費等)

の経費に充当するのは適当でない。

(全国議長会)

・駐車場

賃借斜

・テレヒ

受信料

賃

借

糊

自宅、

親族等

に対す

る賃僧

料

自宅叉|よ議員若しくは生計を
一にする親族等の個人所有の事

務所に対する賃借料は対象外

「生計を一にする」とは、必すし

も同一の家屋に起居していることを

要件とするものでもありません。常

に生活費、学会金、医療費等を送金

している場合には、「生計を
一にす

る」ものとして取り扱われます。

なお、親族が同
一の家屋に起居し

ている場合には、明らかに互いに狙

立した生活を営んでいると認めら″

る場合を除き、これらの親族ほ 「生

計を一にする」ものとして取り扱花

れます。<国 税庁 所 得税基本通遣

2-47抜 粋>

また、議員が法人の代表者
・役摩

等の地位にあり、その法人から事霧

所を賃借し、賃借相を支払う揚合に

は、政務調査費を充当することに=

しヽて注意が必要である。

16



頂

目

車1準百百
手号1早甲

匿畳醒
あ筋ⅢI

使途内1容等 使途基準の考え方||| 針将翻翌帝

事
務
所
費

議員が行

う調査研

究活動の

ために勝

要な事務

所の設置

及び管理

に要する

経費

(事務所

の 隻 借

料、管理

運 営 費

等)

○例示
・事務所

の賃借料

賃

借

料

駐車場

隻借料

駐車場賃借料は、政務調査活

動に係る車両に係るものは来客

用も含め認める。

軽
分万
1
※

揚答薔

活動以外と不司分の

|

○ 隻 借料 (駐車場を言む。)  |

ア 政 務調査活動に要した使用領

主或 (面積等)、使用時間等によ

り按劣

(面積で披劣する場合の投劣割合)

調査研究活動の使用面積(Al

調査研究活動例費用面積1州十その他の活動の使用面積IBl

(時間で按劣する場合の捜劣書」含)

調査研究活動の使用時間(Al

調査研究活動の使用時間側十その他の活動の使用時間1働

イ 政 務調査活動の書」含 (使用領

域等)が 明らかでなしヽ揚含

・議員単独使用の事務所の場合

10分 の9
,上 記以タト(後援会との兼用事

務所等)の 場合  2分 の 1

関係人調査において、議員の
一部

から 「私用以外はすべて政務調査活

動である」との主張も,恵取したが、

議長会報告において、「
一つの活動

が政務調査活動と他の議員活動の両

面を有し、渾然
一体となつているこ

とが多く、そのため、特に事務所費

(光熱水費含む)、人件費等の金額

を政務調査費によって支払うことは

不適当」とされていること等を踏ま

え、監査基準では事務所費 (これに

係る事務費を言む)、人件費等につ

しヽて、議員が 「すべて政務調査活動

で使用した。」と主張した揚合であ

っても、政務調査活動日諭で確認で

きるなど明確な根拠がない限り、
一

定の書」合で接分することを基本とし

た。(監査判断説明)

なお、議員によつては、既に後援

会活動等での使用実績等を考慮し、

全体経費での領収書等を示した上

で、政務調査費分を投分して計上し

ている事例があり、このような場合

については、含理的な説明があり援

光

熱

水

費

等

管

理

費

他

捜分方

法

※ 政 務調査活動以外と不司分の

場合は捜劣

○ 光 熱水費、テレビ受信料等

ア 政 務調査活動に要した使用時

間、使用頻度、使用領域 (面積)

等により披分 (按分書」含の求め

力は隻借料を参照)

劣率に妥当性があれは、議員乃`Df上

した捜倉率を認めることとした。<

各項目に共通>(監 査半」断説明)

・ 後援会事務所と共用の場合は、可

能な限り事務所の隻貸契約、電話、

ガス、水道等の契約を劣離すること

が望まししヽが、手続的に困難な揚含

は、現に調査研究活動に充てられて

いる実態に応じて接分することとな

る。

私胃



下
，一！“揖
■
一Ｂ
錨基 麓釜あ≧妨 補1是1説:明1等

事

務

所

費

議員が行

う調査研

究活動の

ために必

要な事務

所の設置

及び管理

に要する

経費

光

熱

水

費

等

管

理

費

他

駿分万

法

イ 政 務調査活動の書」含 (使用頻

度等)が 明らかでなしヽ揚含

,議 員単独使用の事務所の場合

l①劣の9

・上記以外 (後援会との兼用事

務所等)の 場合  2分 の 1

(ただし、自宅の場合 4分 の 1)

損 害保
障魁

損害保険料 (火災等)は 対象外

事
務
費

議員が行

う調査研

究に係る

事務遂行

に要する

経費

(事務用

品 ・情品

購入費、

通 信 費

等)

○例示
,電話使用料(横

帯含む)

・インターネット

自

動

車

購

入

費

等

購入費、

リース

料

・ 車両の購入費用 (リ
ース料を

含む。)は 対象外

ただし、政務調査活動のため

専用の車両を臨時的に借用する

経費等、やむを得ないものは認

める。

自動車の購入につしヽては事務所の

購入と同様適当でなしヽ。(政務調査

費は原貝」的には政務調査活動の対価

を支払うものであり、調査活動を行

うための環境整備にまで使うことは

適当ではないと考える。)

府外調査における
一時借り上げの

レンタカー等も充当文]象

ガソ リ

ン代

調査研究費と同じ 調査研究費と同じ

自

動

車

維

持

管

理

費

車検代、

保険代、

税 、 消

耗品代

等

車両の維持経費 (車検、

費用、税金等)は 対象外

損害保険料 (車両等)は 対象
ｔ

ド
舟
フ

調査研究活動に自動車を使う際の

費用は、交通費として取り扱うべき

である。したがつて、政務調査費で

支出できるのは、燃料費及び有料道

路通行料、駐車料金等の実費のみで

あり、その他の維持管理に要する要

用に支出することは適当でない。

一般的に自己所有の自動車は、租

的活動に供されることが主であり、

政務調査活動に使用するのは、活動

の道具として整備された自動車が行

在することを前提とし、それを利圧

するに過ぎないものであるため、修

繕費、車検費用、保険料等の維持笹

理は調査研究活動に直接必要な経葦

と者えるべきではない。

電盆



項

目 の■例)■|

使途内容等 使途基準の1者|え方

事
務
費

(事務用

品 ・傭品

購入費、

通 信 費

等)

① lS3示
・電話使

用料 (携

帯含む)

・インタ
ーネット

利用料金

・OA機

器等リー

ス ・保守

対

・コピー

代

事

務

機

製
∞
・
備

品

等

事 務 機

器 リー

ス料

(消耗品

費含む)

政務調査活動以外の使用に係

る経費は対象外

※ 政 務調査活動以外と不可合の

場合は捜分

○ 事 務機器のリース料 (消耗品

を含む。)、備品購入費

ア 政 務調査活動に要した使用頻

度等により駿分

イ 政 務調査活動の書」含 (使用頻

度等)が 明らかでない場合

・ 議員単独使用叉は会派の事

務所の場合  10分 の9
・ 上記以外 (後援会との兼用

事務所、自宅等)の 場合

2分 の 1

対象外である。

また、その価格についても、調査

研究活動に要する備品という視点か

ら常識的に判断されるべきものと者

えられる。

次の備品等は政務調査費からの支

出は不適当と考えられる。

lpl)事 務所に掲示する絵画、冷蔵

庫、安楽椅子、衣服等

資産形成につながる司能性の高しヽ

高額な備品 (取得価格が原則 10万

円以上)の 購入代金は、政務調査費

を充当することはできない。ただし、

政務調査活動に直接必要と認められ

る備品 (パソコン、印刷機等)に つ

いては、充当することができる。

また、後援会事務所等と併用して

いる揚合は、その使用実態に応じて

適切に按合する必要がある。

備品購

入費

通

信

費

郵便料 垂B便料金 (内容があいさつ目

的とみなされるはがさ代、レタ

ックス等を除く。)は 、実費の範

囲で認める。送対

&鬱



使途内容等 使途基準の考えカ 補1足|1説|!明十等

・ 政務調査活動用に必要な名束」

は言忍める。

※ 政 務調査活動とそれ以外の活

動の使用頻度に応じて投劣を行

つ

事
務
費

議員が行

う調査研

究に係る

事務遂行

に要する

経費

(事務用

品 ・備品

購入費、

通 信 費

等)

○例示
・電話使

用料 (携

帯含む)

・インタ
ーネット

利用料金

・OA機

器等リー

ス ・保守

料

・コピー

代

・備品購

入費

・事務用

消耗品購

入費

・郵送料

事

務

用

品

等

<事 務費 (通信費)>(全 国議長会)

・ 政務調査に係る通話時間 (概数)、

使用頻度で接劣する。

FAXの 使用状況のように、
一

電話、携帯電話の不」用明孫日を発行し

てもらい (要申込み)、相手先番号

により振り分け、比率を出す方法も

ある。

※ 政 務調査活動以外と不珂分の

揚含は按劣

○ 通 信費 (固定電話、フアツク

ス等)

ア 政 務調査活動に要した通話時

間、使用時間、使用頻度等によ

り按分

ィ 政 務調査活動の害」含 (使用頻

度等)が 明らかでない揚含

・ 議員単独使用叉は会派の事

務所の場合   10の の9
・ 上記以外 (後援会との兼用

事務所、自宅等)の 場合

2劣 のイ

電

フ

ク

料

定
　
・

ツ
等

固

話

ア
ス
金

通

信

費

携帯電話料金、インタ
ーネウ

トに要する費用等については、

政務調査活動に要した使用頻度

等により按分する。

使用実態等から不司分の揚含

は、支出額の 10分 の9を 認め

る。

携帯電

話料金
・イ ン

タ ーネ

ット料

金

事務用品については、政務調査活

動に資するものかどうか、購入品の

明許日を確認できることを要1牛とし

た。(監査半」断説明)

・ 事務用品費は、購入品の明孫日

を要する。

・ 清掃用品、日常生活用品、生

花等に係る経費は対象外

80
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香告橿握
1事草|の|■lT3)||=

1使途内容等 使途基準の考えカ
■
補 等|

購入価格 ・数量等は、社会通念上

妥当な範囲とする。

事

務

費

議員が行

う調査研

究に係る

事務遂行

に要する

経費

茶 葉 等 ・ 事務所で来客用に使用する茶、

水、コーヒー、紅茶、ジュ
ースに要

する経費は対象とする。

※ 政 務調査活動とそれ以外の活

動の使用頻度に応じて按分を行

つ

人

件

費

義員が行

う調査研

屯を補助

チる職員

曇雇用す

る経費

(給料、

羊当、社

会 保 険

樹、賃金

奉)

Э例一不

・政務調

査補助職

員雇用費

捜分方法 ※ 政 務調査活動以外と不司劣の

場合|よ接劣

・ 次に掲げる区劣に応じ、当該|
区分に定める害」含で駿劣する。

ア 政 務調査活動の業務に従事し

た時間、日数等により鞍劣

(接劣割合の求め万)

イ 政 務調査活動の書」含 (従事実

績等)が 明らかでない場合

・議員単独使用叉は会派の事務

所の場合 10の の9
・上記以外 (後援会との兼用事

務所等)の 場合  2劣 の 1

職員が、後援会活動など他の業務

にも携わつている場合は、政務調査

活動に従事した業務実態の督」台 (平

均時間、日数等)や 協定書 (覚書)

等に基づき経費を強分する必要があ

る。

人件費を政務調査費に充当する場

合は、雇用実態が客観的に確認でき

る証拠書類 (雇用契約書、協定書 (覚

書)、勤務実績、毎月の支払いが劣

かるもの等)を適切に整理すること。

労働基準法 (第24条 )に 、原貝」

として賃金を通賃で支払うという規

定があることから、左記のとおり定

めることとした。

要 件

(給与支払

報告、毎月

の客観的な

支払等)

人件費については、次に掲げ

る要件を満たす必要がある。

ア 勤 務実態 (B寺間給により賃金

を受ける職員にあつては、勤務

時間数の明示)が あり、給与支

払報告書 (源泉徴収票)が 提出

されていること。

イ 毎 月の給与支払が、客観的(□

座振替等)に 確認できること。

ただし、生計を
一にする親勝

以外の職員から現金払いの書面

による申出がある場合は、こα

限りでない。



4.交 付等の手続

(1)事 務手続の流れ

手続の種類

会派 →  議 長

,任期開始B寺

・変更の都度

会派の

届出

交

付

の

手

続

・会派の代表者、経理貢

任者及び監査貢任者を

決定

・会派結成 (異動、解散)

届の提出

政務調査費専用金融機関届の提出・任期開始時

・変更の都度

振 込 □座

の 届 出

議長 →  矢□事・任期開始時
・毎年度4月 1日

まで
。変更の都度

知事への通矢B
政務調査費の交付を受け

る議員を通知

会派結成 (異動、解散)

届のあつた会派を通矢B

矢□事 ⇒  議 員知事 →  会 派代表者・任期開始時

・毎年度当初

・変更の都度

交付決定通矢□

甲
知事 ⇒  議 員知事 →  会 派毎月初日 (体

国の場合は、

直後の開庁日)

交 付 (□座振込)

22



政務調査費

の支出

随 時

会派経理貢任者 議  員

各種契約書の作成 (必要な場合)

支出及び領収書等の徴収

会計帳簿の記帳

領収書の貼付 (又は支払証明書の作成)

活動報告書の作成

各種資料、成果品等の保存   _二 _

甲

収支報告等

<年 度劣 >

の提出

・交付年度の翌年

度 4月 30日 ま

で
・任期満了、会派

消滅、議員離職

の翌日から30

国以内

※体日の場合は、

直後の開庁日

会派代表者 → 議長 議員 → 議長

収支報告書 (原本)の 提出

領収書その他の証拠書類の写しの提出

*領 収書 (貼付用紙に貼付)(写 し)

*支 払証明書 (写し)

*行 程表、経費内訳 (府外調査)

*案 内資料、次第 (研修会
・講演会等参加)

米会議案内 (会議開催)

*成 果品、印刷物 (広報紙等)

政務調査の主な活動を記載した報告書

*活 動報告書 (府外調査、調査委託、会議開催)

甲
収支報告書等

<年 度 分 >

の  確  認

毎年度の5月 1

日～中旬

議員離職時等は

提出後速やかに

確覇廓罰三嘉覇麗語(全会派・全議員)

(任期満了時は5月 30t t  γ 6月中旬に確認)

・事務周による確認 (当該議員)

守
等

施

証

実

検

の

事務局による確

認後

・疑義が生じた場合に外吉]有識者による検証実施
・適正な運用を期するための相談対応 (随時)

甲

縁3



議長 ⇒  知 事収支報告の都度収支報告書の

知事への送付 会派及び議員から提出のあつた収支報告書の写し

甲
矢B事 ⇒  会 派代表者・毎年度 5月 31

日まで (出納整

理期間中)

・任期満了、議員

離職時等は収支

報告書確認後、

速やかに

額の確定通知

残余額の返還

(残余が生

じた揚含)

・額の確定通矢□書送付

納入通矢B書発行 (残余が生じた場包

会派代表者

・残余額の返還 (5月 31日 まで)

※5月 31日 が休日の揚含は、直前の開庁日まで

に指定金融機関 (京都銀行)_にて納便

守

収支報告書等

の1多正

・随時の自玉修正

・検証の結果、修

正が必要な揚含

会派代表者 → 議長 議員 → 議長

修正届の提出

収支報告書の修正

領収書その他の証拠書類の写しの修正

*領 収書 (貼付用紙に貼付)(写 し)

*支 払証明書 (写し)

*行 程表、経費内訳 (府外調査)

*案 内資料、次第 (研修会
・講演会等参加)

米会議案内 (会議開催)

*成 果品、印刷物 (広報紙等)

政務調査の主な活動を記朝した報告書

*活 動報告書 (府外調査、調査委託、会議開催)

※1シ正の結果、新たな残余額が生けた場合は、

返還が必要である。

,
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収支報告書等

の問莞期間

収支報告書提出期

限の翌日から起算

して 30日 を経過

した 国の翌 日か

ら、提出期限の翌

日より5年 を経過

する国まで

会派の収支報告書等 議員の収支報告書等

○府議会図書館で関覧

(開庁日:9時から正午まで、13時 から17時 まで)

・収支報告書

・領収書その他の証拠書類の写し

*領 収書 (貼付用紙に貼付)(写 し)

*支 払証明書 (写し)

*行 程表、経費内訳 (府外調査)

米案内資料、次第 (研修会
・講演会等参加)

*会 議案内 (会議開催)

*成 果品、印刷物 (広報紙等)

・政務調査の王な活動を記朝した報告書

*活 動報告書 (府外調査、調査委託、会議開催)

※ 写 しの交付も可能 (実費相当料金哩

会派経理蓑任者収支報告書提出期

限の翌日から5年

間保存

会計帳簿等の

原本の保管
・領収書その他の証拠書類の写し

米金銭出納簿

領収書 (貼付用紙に貼付)

支払証明書

各種契約書

各種成果品等

行程表、経費内訳、調査資料 (府外調査)

財要に応 じ案内資樹、会議く研1シ〉次第(会 議

く研1多〉資料 (研修会
・講漫会等参加)

必要に応じ会議案内、会議資料、会議概要 (会

議開催)

勤務実績く日数、日き間〉を証する書類、税務関

係書類 (人件費)

その他証拠書類

・政務調査の主な活動を記載した報告書

*活 動報告書 (府外調査、調査委託、会議開催)
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(2)交 付等の手続

ア 会派の揚含

r…
… … …… … ……… ……… ……… … …… …… … … ………… … ……

…… …… … … ……… … … …… … ‐、

会派が政務調査費の交付を受けようとするときは、任期開始時に、代表
者、政務

調査費経理責任者及び政務調査費監査責任者を定めるとともに、そ
の代表者は、会

派結成届を議長に提出する。(条例第5条 第 1頂 )

なお、政務調査費経理董任者及び政務調査費監査責任者は、会派を構成す
る議員

の中から選S必 要がある。

また、交付の方法は、□座振替となるので、会派結成届とともに政務調査費
専用

金融機関届を提出すること。

ヽ口… …… … … ……………………… … … … … … …… …… …… …… …
… …… … … … …… …… ……… … …ノ

イ 議員の場合

/ …
…………………ロ

ェ
…………………………………………………………………………………………

‐
、

1 議 員が政務調査費の交付を受けよう
とするときは、特に届出は不要である。   i

i な お、交付の方法は、□座振誉となるので、あらかじめ、政務調査費受領用
金融 i

!機関届を提出すること。(受領用
□座の変更がない限り、再提出は不要)     i

t B ………………………………………ロコ・1 ‐………_ コとⅢ………ジ

ウ 会派に異動や解散があつた場合

″
…… … … … …… …… …………… … …… … … … ……… ……… … ……

…… … … … …… … … …… …… …コ、

会派に異動があうたときや会派が解散したときヽその代表者は、速やかに会派異

動届、会派解散屋を議長に提出すること。(条例第5条 第1頂 及び第2頂 )。

政務調査費は、月額 10万 円に月の初日における各会派の所属議員数を乗じて得

た額が交付されるので、月の途中に異動や解散があつた場合でも、それらの事由
が

なかつたものとみなして算定される。

※ 会 派結成届の内容に異動が生じたときとは、会派の代表者、政務調査費

経理責任者、政務調査費監査責任者の変更又は会派の構成員に変更が

あったときをしヽう。

ヽⅢ……………………………………………………………………………………………………!Ⅲ
…………ノ
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5 . 会 計帳簿の調製 ・証拠書類の整理保管

( 1 )帳 簿、証拠書類等の整理保管の義務

r…
…… …………………… … …… … … … … …… … …… ……… …… …… … …… …… ……… …

…… ……
、

会派の政務調査費経理責任者及び議員は、会計帳簿並びに領収書その他の

証拠書類の写 し及び政務調査の主な活動を記載 した報告書を整理保管 し、こ

れらの書類を当該政務調査費の収支報告書の提出期間の末日の翌日から起算

して 5年 を経過する日まで保存する必要がある。(規程第 9条 )

例 :平成 2 0年 度の場合

収支報告書の提出期限 平 成 2 1年 4月 3 0日

上記の書類の保存期限 平 成 2 6年 4月 3 0日 まで

ヽ口… …… ………………… …… …… … … … …… … … ……………… …… … … …… … …
…… … …… ……白ノ

( 2 )会 計帳簿の調製
ロ ロ 白 ‐ ‐ コ コ 白 ‐ , 口 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ コ ロ ‐ ‐ コ ロ “ ‐ ‐ 口 。

口 ‐ ■ ■ ロ ロ ‐ ● E ロ ロ ‐ ‐ 口 ■ ‐ ロ ロ ● ‐ ‐ ● 口 ‐ ●| ‐
口 ' ● ‐ ‐

、

″
… … ……… …… ………… ………

政務調査費に係る会計帳簿は、必す備え付ける必要がある。

(規程第 9条 )

。 会 計帳簿の作成については、収支報告書作成の基本 となるので、次の事

項について、漏れのないように記朝すること。

① 収 入年月日及び支出年月日

② 各 支出ごとの規程別表に定める使途項目

③ 収 入及び支出の内容

④ 支 払金額及び支払先

⑤ 支 払金額の内訳となる単価及び数量 |

⑥ 政 務調査費として計上する捜劣率及び金額

② 領 収書整理香暑 ( 個々 の支出ごとに整理番号を付ける)

ヽ=…… … ……………… ……… …… … … … ……… ………………… …… … …
…… … …… …… …… ……ロノ
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( 3 ) 証 拠書類の整理保管

ア 領 収書

領収書については、領収書貼付用紙 (資料編の様
式参照)に 貼り付

けること。

口 o 口 ‐ 口 中 ■ 口 ■ ● ‐ ‐ ロ ロ ・ ロ ロ ' ロ ロ ロ ロ コ ‐ E ‐ ‐ ‐ ● ロ ロ ‐ ‐ ‐ “ ロ ロ ‐ ‐ コ ロ ‐ 口 ‐ ロ ロ コ ' ロ ロ ' ‐ ‐ ・ ‐ ‐ ‐ ‐ 中

、

r‐
‐…口…口… ‐…コ…… …日… ……‐

領収書 の記載事項

政務調査費に充当する支出に係る領収書については、下
記の事項の記

朝を求めるものとする。なお、紙面等の関係上領収書
に記朝ができない揚

台iこ志〔嘉求書叉は細品書を併せて添付 し、内容
を明らかにするものとす

る。

ア あ て名

o  会 派劣 原 則 :会派代表名

(契約書の締結を要 しないものは会派名でも司)

○ 議 員劣 原 則 :議員本人名

(契約書の締結を要 しないものは事務所名でも可)

イ 金 額

ウ 発 行 (受領)年 月日

工 発 行者 (受領者)、発行者印 (レシ
ー トを除く。)

オ 内 容 (領収書l Bし書きに記朝を求めるもの。紙面上の制約
がある場

合は納品書)

(ア)業 務委託契約の場合  業 務名、数量

〔必要に応 じ〕 業務期間、単価

数量物品購入の場合 物品名、単価、

人件費の場合 (原則 :□座振替)

月給制の場合 :   年   月 劣給与

Bき給制の場合 :支払対象期間、勤務時間数、

|よ

コピー (写 し)を とつて保存すること。

イ

　

ウ

単 価

用紙の余 白に記載すること。

※ 領 収書の発行がなく、預金 □座ヨ|き落 と しによ り支払
がなされる

ヽⅢ…… …… … …… …… …… …… ………… … …… …… … ……
… …… ……… …… … … … … …… … …… Ⅲノ

によ り領収書に代えること。
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イ 領 収書貼付用紙 (資料編の様式参照)
‐ E ‐ 口 ‐ ‐ ‐ 口 " 口 。 口 " と 口 ■ ‐ ‐ 口 ‐ ‐ ‐ E ‐

口 ‐ 口 ' ‐ ‐ ■ = ロ ロ ' 白 ロ コ ‐ B 口 ‐ ‐ 口 ‐ ‐
‐ B 口 ‐ 。

「

口 ●● ‐ ' ‐ ‐ 中

ヽ

r“
… ……口… … …‐… …‐……‐…Ⅲ

領収書貼付用紙への記朝事項

収支報告書の使途項目別の金額を提出された領収書により確認する
こと

ができるよう、領収書貼付様式に次の記朝をした上で貼付するものとする。

なお、各項ロヘの計上が領収書により明確となるよう振込料や発送料な

どの従たる支出を分離 して事務費に計上せす、二たる支出項目に計上する

ものとする。

(例 :調査研究業務委託費と振込料、印層」物発行費と郵送料)

ア 使 途項目名

イ 整 理番号

ウ 政 務調査費計上額

工 按 分率

オ 備 者 (特記事項)

(ア)領 収書金額のうち
一部を計上する場合

その理由 (政務調査活動経費以外の対象経費とその比率)

(イ)同 一の業務内容につき領収書金額の他に経費支出 (後援会負担

分など)が ある場合

その内容 (後援会負担等政務調査費充当の領収書が投劣済で

あることを示す内容)

ヽコ……………………………………………………………………………………………………コ
ニ=………ジ

ウ 支 払証明書
口 " ‐ コ 。 口 ・ ‐ ロ ロ ロ ・ ‐ ‐ E J 。 ・ コ ‐ ロ ロ ロ " ロ ロ ・ ・ ‐ B 。 ロ ロ ロ " B 口 「u . ‐ ● ‐ 8 ● ‐ 口 ‐ ‐ ・ コ ロ ロ ‐ 口 白 い 口 ‐ ■ ■

、

″
……… … … …… …… …… ………

支 払 証 明 書 によ る ことがで き る 支 出

領収書の添付 を原貝」とするが、領収書が徴 しがたい支出に
ついては支払

証明書 による証明を口能 とする京都府会計規則の取扱いに準 じて、次
の支

出については支払証明書の添付による報告を司能とする。

ア 交 通費のうち近距離のもの

(自動券売機で購入する切符代、路線バス運賃)

イ ガ ソリン代で距離数により計上する揚含 ( l k m i 3 7 円 )

(E… …………………………………………………………………………………ロニ……………
……‐‐B…ノ

を9



工 そ の他の書類
‐ ‐ ロ ロ ロ ロ ・ 口 ・ ‐ ‐ ・ E ヨ

‐ 口 0 コ ‐ ‐ 〔 ‐ ・ ‐ 口 ・・‐ ・
‐ E ■ ロ ロ = ‐ “ ヨ ロ ・ ‐ ・t 」 " ‐

口 ‐ ‐ 白 ‐ ‐ ‐ 口 ' ‐ 口 ‐ ロ コ ・

、

r …
… …… … … …………… ………

会 派 ・議 員 が整 理
・保 管 す べ き 証拠 書 類

会派の政務調査費経理貢任者及び議員には、会計
帳簿の調製 とともに、

証拠書類の整理保管義務を課 していると
ころであるが、その対象 となる

証拠書類を個々の使途に着目 し、次のとおり
とする。

項  目 使   途 保管すべき証拠書類

調査研究費 海外
・府外調査 行程表、経費内訳

調査委託 契約書、成果品

研 1シ 費 講 演 会
・研 修 会

参力B

案内資料、会議次第、会議資料 ( 必

要に応 じ)

会  議  費 会議の開催 会議案内、会議資料、会議概要 (必

要に応 じ)

資料作成費 作成業務委託 契約書、成果品

印刷業務委託 納品書、印刷物

資料購入費 特  に  な  し

広 報  費 作成業務委託 契約書、成果品

印刷業務委託 納品書、印刷物

事 務 所 費 事務所賃借 賃貸借契約書

駐車場隻倍 賃貸借契約書

事 務  費 機器賃借料 賃貸借契約書

人 件  費 職員雇用 雇用契約書、勤務実績 (時間、 日

数 )を 証する書類、源泉徴収等税

務関係書類

上記のほかに、支払の根拠 となる書類及び活動の実態
が半」る書類等

がある場合には、上記書類 と同様に、会派の政務調査費経
理貢任者

及び議員において整理の上、保管すること。

_ヽ……………………………………………………………………………………
…………………………ロジ
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6 . 収 支報告書等の提出

( 1 ) 提 出に関する手続等

ア 提 出義務
口…… ………… …… …… … ………… …… …… … ……… ……… … … …… …… …… ………

… …… … …
、

会派の代表者及び議員は、収支報告書 を提出するときは、当該収支報

告書に記朝された支出につ しヽての領収書その他の証拠書類の写 し ( 以下

「領収書等の写 し」 という。) 及 び政務調査の主な活動 を記朝 した報告

書 (以下 「活動報告書」という。)を添付しなければならない。(条例第

1 0 条 )
1                                   …

… ……口…… … _…… …… ‐…‐ノヽ口…… ………… …… …… … ………… ……… ……… …… ……… … …

イ 提 出等の時期 (期限)

( 7 ) 年 度分
コ… …… … …… ……… ……… … … …… …… …… … …… … … ………、

″
…………… ……… …… …… ……

4 月 劣～ 3月 合について、交付を受けた年度の翌年度の 4月 3 0 日 ( 体

日の場合は以降の最初の開庁 日)ま でに提出する。

(条例第 1 0 条 第 1頂 )  ※ 提出された書類は、関覧に供する。
口
                             … …………………………………ノ
( 口 … … … … … … と_ … … … … … … … … … … … … … … … … …

… … … …

(イ)会 派が消滅した場合

″
………… …… ……… …… ……… ……… … … …… ………… …… …… …… … …… …… …… … …

… …・
、

会派が消滅 した 国の属する月までの角を、消滅 した 国の翌 日か ら起算

して 3 0日 以内 (体日の揚合は以降の最初の開庁日)に 提出する。

(条例第 1 0条 第 2頂 )  ※ 提出された書類は、閲覧に供する。

.ヽ……………iⅢ……………………………………………………………………………………………Eジ

( , ) 議 員が任期満了、辞職、失職、除名、議会の解散

により議員でなくなつた揚含
口……… …… … …… ………… … …… ……… … … ………

… ……… …
、

r …
…………… ……… …… ………

議員でな < な つた国の属する月までの劣を、その国の翌 日から起算 し

て 3 0 国 以内 ( 体日の場合は以降の最初の開庁 日) に 提出すると

( 条例第 1 0 条 第 2 項 )  ※ 提出された書類は、閲覧に供する。
口
                             … …………………………………ノ
( コ … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …
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ウ 添 付書類 ( 5の ( 3 )証 拠書類の整理保管等を参照)

( 7 )領 収書 ・支払証明書
■ o 口 ■ 日 ‐ ■ ■ ‐ ■ ‐ ロ コ ‐ 口 ‐ ‐ 口 ・ P ・

‐ ‐ ・ ` B 口 ' ロ ロ ‐ E 口 ● B ロ ロ ‐ ‐ ・ ヨ ロ ロ
‐ 口 ' ‐ ‐ コ ロ ‐ ‐ 口 白 ‐ “ t ‐ 口 中

、

/ …
…… …… … …………… …… …

・ 政務調査費の支出の透明性の向上を図るため、添付対象
の限定をな <

し、すべての項 目のすべての支出について、領収書の写 しを添付
する財

要がある。

(領収書の発行がなく預金□座ヨ|き落としの場合は当該預金通帳
の写

し、一般領収書の発行が困難な場合|よレシ
ー トも司能)

・ 領収書が徴 しがたい支出につしヽては支払証明書の添付による
ことを司

能としている。

(自動券売機で購入する切符代、路線バス運賃、距離数 ( l  k r n i 3 7円
)

により計上するガソリン代)

・ 領収書記朝事項により、目的 (用務名称)、単価、数量等の内容
が明

確でない場合は、納品書又は請求書を併せて添付する財要がある。
口
                              … …………………………………ノ【_…………………………………Ⅲ口……………………………………

(イ)政 務調査の主な活動を記載 した報告書 (活動報告書)

口 , 日 ‐ ロ ロ 0 口 ‐ ・ ‐ 口 ・ ‐ ‐ ■ コ ロ コ ■ ‐ ‐ 口 ■
B  B ■ ■ ‐ 口 ■ ● ‐ ■ ‐ ロ ロ ' ロ ロ E ロ ロ コ ロ 0 ‐ ‐ ・

‐ ‐ 口 ・ ‐ ‐ 口 日 口 ‐

、

′
… … … ……… … …… ………… …

・ 活動報告書は、政務調査の主な活動を公表することにより、透明性
の

向上を図り、府民への説明貢任に応えることを目的に作成する。

・ 作成の上、添付する必要がある揚合については、以下のとおりである。

① 府 の事務及び地方行財政に関する調査研究のため、府外
へ出張 した

とき (府タト調査に関して、調査結果報告に係る記朝スペ
ースが足りな

い揚含、剛途報告書 (様拭任意)を追加添付すること。また、行程表及

び経費内訳を示す書類を添付するとともに、調査資料等は 5年 間整理

保管すること)

② 府の事務及び地方行財政に関する調査研究を委託 したとき

(調査委託業務については、委託契約書、成果品を5年 間整理保管す

ること)

③ 会派、議員が三催する会場使用料を伴う会議を行つたとき

(会議開催報告に際しては、会議案内を添付すること)

｀日…………………………………………………………………………………………………………
……‐ジ
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(ウ)そ の他の証拠書類

! ,さ らに支出の透明性の向上を固るため、上記 (ア) (イ)の書類 に加え
て、以 i

下の書類を添付する必要がある。

項  目 使   途 硬支報告書に添付し

調査研究費 遍外 ・府外調査 行程表、経費内訳

研 修  費 《
蚕
演

加

講

参

研 修 会 案内資料、会議 (研修)次 第

会 議  費 会議の開催 会議案内

広  報  費 作成業務委託 成果品

印刷業務委託 印刷物I   L _ _ _ _ _ _ _ 十 = 草 = 二 = = 革
i 王 王士= = = = = 〓 = = = = = 言 = r r r T T 百 = ⅢB …ノ

ヽ. ……………………… i … ……………………………………………日

( 2 ) 残 余額の返還

ア 返 還義務
● ● ‐ 口 ‐ ロ ロ 0 ‐ ‐ 口 0 ロ ロ ‐ ● ‐ コ コ ロ ロ ‐ ● ● ● ● ‐ ‐ ‐ ● ‐ ‐ ‐ 口 ■ ‐ 口 ‐ 口 ‐ ロ コ ロ ロ ‐ ロ ロ ロ ` ロ ロ ロ ・ ‐ コ ' ■ ‐ B 口 ‐ ‐ ‐ ‐ ■ 口 B t ‐ ‐ B ■ 日 E ‐ ■ 口 ' 中 口 0 ■ ロ ロ ‐ ● 中

、

・ 会派叉は議員は、交付を受けた政務調査費の総額から支出の総額を控

除 して残余がある場合は、残余の額について返還する必要がある。 (条

例第 1 2条 )

・ また、収支報告書を修正 した場合、その結果、新たな残余額が生 じた

場合も返還が必要となる。

｀E………… … …… ……… … ……………… … … … … …… …… … ……… ……古……ロニ‐…… … …
…… …… ノ

イ 返 還時期

〆
……… …… ……… …… … ………………… … … … … …… …… …… …… ………戸

…… … … … …… …
「
‐・
ヽ

・ 毎年度の収支報告 ( 4月 3 0 日 提出期限)の 場合は、額の確定通矢□書

と併せて交付する納入通知書により5月 末 (出納閉鎖期日)ま でに納付

する必要がある。

※ 出 納閉鎖期 日までに京都府の歳入に反映 (入金)さ れる必要があるた

め、5月 3 1 日 が体 日の場合 は前 の銀行営業 国までに指定金融機 関 (京

都銀行 )に て納付する必要がある。

・ 収支報告書の自玉的修正による返還の場合は、納付書により速やかに

納付することとなる。

(口……………………………………………………………………………………………………………
…白ジ
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( 3 ) 収 支報告書の修正

議長に提出した収支報告書及びその添付書類
に誤りがある場合には、修正

することができる。

ア 修 正届

r…
…… … …… ……………… … … … …… …… … … ……

… …… … … … … … … … …… ……… … …… …… 、

i・ 修正届 (規程 第 7暑 様式)を 提出する。

tⅢ………………………………………1・……………………………Ⅲ
と口i口.ジ

イ 収 支報告書の修正
・ ‐ コ ‐ 口 ‐ 口 ‐ ‐ 。 口 ・ 。 日 ' B ■

ロ ロ ` ロ ロ 。 ‐ ・ ‐ 口 ‐ ‐ 口 ‐ ' ・
‐ B コ ロ ロ ロ ‐ B 口 ‐ 口 ・ ‐ ・ ・

口 。 ' ・ ロ ロ ・ ‐ ロ ロ Ⅲ

、

〆
… …… ……… …… ………… … …

修正前の内容も分かるように見え消しにすること。

修正の箇所を線で消 し、修正後の数字又は内容
を記朝すること。

余白に修正年月 日及び修正者の氏名を記朝する
こと。

修正 したすべての箇所に修正者の押印をする
こと。

2回 以上の修正を行う揚合は、※、( A )、( B )など、修正箇所と修
正

B寺期が分かるようにそれぞれの修正箇所及び修正年月日の前に記号
を付

すこと。

ヽ.…… … ……… ……… …… …… … … …… …… ……
… …… …… … … …… … …… …… …… …… … …… 。ノ

ウ 収 支報告書以外の書類の修正 (支払証明書など)

″
……………………………………'口………………………

…………………………………………………、

・ 収支報告書記朝事項の基礎 とな つている関連添付提
出書類について、

修正する必要がある。

:  修 正前の内容も分かるように見え消 しにする必要がある。

・ 修正の箇所を線で消 し、1多正後の数字叉は内容を記朝す
ること。

・ 余白に修正年月 日及び修正者の氏名を記朝すること。

★ 修 正 したすべての箇所 に修正者の押印をすること。

・ 2□ 以上の修正 を行 う揚合は、※、 ( A ) 、 ( B ) など、修正箇所
と修正

時期が劣かるようにそれぞれの修正箇所及び修正年月
日の前に記暑を付

す こと。

・ なお、提出は義務付けられていないが、作成と保管が義務付けられて

いる会計帳簿等につしヽても、あらかじめ1多正しておくこと。

ヽ口…口と口……………………………………………………………
……………………………………………ノ

★

34



7 .検 証等の実施方法

√
…………………………………………………………………………………………………………………、

1・ 議長が行う調査は、事務局職員による確認及び複数の外部有識者によ |

i  る 含議 に基づ <検 証において実施する。               i
口

                                                            ‐ , 日 と ロ ロ ロ J ‐ ロ ロ ・ ・ 日 , 日 ■ ‐ ロ ロ ■ 日 B ロ ロ ‐ ‐
‐ ロノゝ口… ……… … _……‐‐… …… ……‐…。………‐… ……‐…… …‐…Ⅲ…

( 1 ) 議 会事務局職員による書類確認

○ 確 認作業の対象は全会派及び全議員か ら提出されたすべての書類 と

し、原貝」として書面上の確認を行 う。

(確認の視点)

・ 提出すべき書類がもれな <提 出されているか

・ 提出書類の記朝内容について、計算誤 りや記朝 ミスなどがないか

・ 駿分比率等が 「使途基準の考え方」に合致 しているか

( フ2 ) 複 数の外部有識者による検証

○  ( 1 )の 議会事務局職員による書類確認によ り使途基準の考え方に疑

義が生 じた場合は、外部有識者による検証を実施する。

① 検 証は、提出書類により行 うことと し、必要に応 じて外部萄識者が調

査を実施する。

(検証の視点 )

・ 収支報告書及びその添付書類につ しヽて、規程第 5条 に定める政務調

査費の使途基準及び このマニ ュアルに示す使途基準の者え力に適合 し

ているか

( 3 ) 相 談体制
政務調査費の適正な運用を期するため、各会派及び議員からの随 B 寺の相

談に応 じる。

○相談体制 ( 方法)

① 会 派及び議員が使途基準等につしヽて相談を希望する揚含は、事務周に

申し出る。

② 事 務局は、その内容について、専門的な矢□見が必要と判断した場合は、

外部有識者に助言及び意見を求め、その結果を相談のあつた会派及び議

員へ報告する。

③ 外 部有識者は、会派、議員からの相談や検証の実施状況について、

適宣、含議を行い、使途基準の事例等必要な内容は、会派及び議員へ報

告することとする。

愚轟



8 .収 支報告書等の保存及び閲覧

( 1 )議 長における収支報告書等の保存

ア 保 存対象

√
……… … … … … …… …… ……… …… …… …

…… … … …… …… ……… … …… … … …… Ⅲ
こ… … …… …

、

議長における保存の対象書類は、会派
の代表
‐
者及び議員から提出された

収支報告書、領収書その他の証拠書類の写
し (領収書等の写 し)及 び政務

調査の主な活動を記朝 した報告害 (活動報
告書)と されている。

(条例第 1 3条 )

ヽ口…………………………………………………
………・日………………………………………

…………Ⅲノ

イ 保 存期間
‐ ロ ロ ロ ■ ‐ ‐ ■ ' 口 0 ‐ コ ■

・ ■ 口 ■ ‐ ・ ■ ‐ ロ ロ ・ ■ ●
B 口 ' 日 ‐ B 8 ‐ ‐ ‐ 白 , い

口 ・ い 口 ‐ B ● ‐ ● 口 ・ い ‐ ‐
‐ ・ ‐ ● ‐ H 、

′「
Ⅲ…………………………………

アの書類を受理した議長は、提出すべき期間の末日
の翌日から起算して

5年 を経過する日まで当該書類客保存しなければな
らないこととされてい

る。(条例第1 3条)

例 :平 成 2 0年 度の場合

収支報告書の提出期限 平 成 2 1年 4月
3 0 日

上記の書類の保存期限 平 成 2 6年 4月 3 0 日
まで

なお、保存期間を終了した書類については、京都府議会文書
の保存等に

関する規程の定めるところにより坤理されることとなる。
口
                              … ………… B i 口…■‐……………ノ
【口……………コとo ……………………………………

……………………

ウ 保 存方法
r ‐ 口 ‐ ‐ ■ ロ ロ ■ E ロ ロ ロ ロ ロ ロ

‐ ‐ ・ 口 , ・ B ・ 口 ' ・ 口 ・ 口 ・・‐ ロ
ロ ・ 日 ‐ ロ ロ ‐ ■ ・ コ ‐ ・ 口 ・ ロ ロ

‐ 。 ・ ' ロ ロ ロ ・ 口 ‐

、

/ …
…Ⅲ口… … … I コ

…… ……………

府議会図書館の書架において、府民に劣か りやす
く閲覧に供され るよう、

収支報告書の年度副に、会派
・議員 ごとに区分 し、整理整頓の上、施錠

し

保存することとされている。

(白………………………………………………………………………
……………………………Ⅲl.………ジ
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( 2 ) 収 支報告書等の問覧

ア 閣 覧力法

( 7 ) 対 象
″
……………………………………………………………………Ⅲ口…………………………………口,日、

○ 収 支報告書

○ 領 収書その他の証拠書類の写 し

:  領収書 (貼付用紙に貼付) (写 し)

・ 支払証明書 (写 し)

・ 行程表、経費内訳 (府外調査 )

・ 案内資料、研修 <会 議 >次 第 (研1シ会
・講浸会等参加 )

・ 会議案内 (会議開催 )

・ 成果品 ・E日刷物 (広報紙等 )

○ 政 務調査の玉な活動を記朝 した報告書

・ 活動報告書 (府外調査、調査委託、会議開催 )
・
                             … …………………………………ノ日`………………………………………………………………………ロ

( イ) 期 間

〆
…… … …… ……… … ……… ……… … ……… … …… …… …… …… …… …… …… … …… …… ……‐、

関覧は、次の期間行うことができる。

① 開 始 日 :当該収支報告書等の提出期間の末 日の翌 日か ら超算 して

3 0日 を経過 した 国の翌 日か ら

○ 終 了日 :提 出すべき期間の末 国の翌 日か ら起算 して 5年 を経過す

る日まで

例 :平 成 2 0年 度の場合

開始 日 平 成 2 1年 6月  1日 か ら (提出期限は 4月 3 0日 )

終了日 平 成 2 6年 4月 3 0日 まで
口
                            … …………………………………ノヽ口………………………………………………………………………‐

8 7`



(ウ)閲 覧場所
・時間

口 ・B ロ ロ ・ 口 ・ ‐ ・ ‐ ‐ ・ ロ コ ‐ コ ・ ‐ ・ ‐ ‐ ・ ‐ ‐ ‐ B ・ ‐ ‐ 口 ‐ B 口 ・ 白 E ■ 口 " ‐ 口 ・ ‐ ‐ ロ ロ ‐ ・ ・・ ロ ロ ' 口 ‐ ‐ ‐ " 、

〆
…… … ………… …… … …… … Ⅲ

○ 場  所 : 府議会図書館

○  日  時 : 月 躍日から金 8程日まで (視祭 日除く)の

午前 9時 か ら正午まで

午後 1時 か ら午後 5時 まで

口

                             _ _ _ _ _ 口 _ _ _ 白E ■口 ■ ■ E ロロ ‐ 口 ‐ ロ ロ ‐ ・ 口 ・ ノ

ヽ口……… = 口……………………………………………
…………………

(ェ)閲 覧方法
ロ ロ ロ ロ ・ 口 " ‐ 口 B ・口 B 。 ‐ ・ ・

口 " 口 ‐ ロ ロ ‐ ‐ ・・‐ ‐ E ‐ ロ ロ ■
口 ・ ' 口 ・・ コ ・ ' 口 ‐ 口 ・ ロ ロ “

コ ロ ‐ 口 ‐ ‐ ・ “ ‐ 口 ‐ ・ 口 ‐ ・ 口 ・
ロ ロ ・ 口

r a 口

_ ロ ロ ・ ‐ ‐ 。 口 ・ B ・ ' …

、

○ だ れでも関覧できる。

○ 府 議会図書館の受付において、関覧者記録簿に関莞口
、氏名、住

所等を記入する。

ロヽロ……………_と口…………………………………………………………
………………………………ジ

イ 写 しの提供

√
…… …… '「……… … … …… ……

…… 1‐
……… … …… …… …… … … …… … …… …… … … …

… …コ
、

○  利 用者への便宣 を考慮 し、希望する者 に対 して は、
情報公開請求

手続 を要す る ことな く、写 しの提供 を行 う。 (問覧
対象 とな つて い

る過年度の収支報告書においても同様に情報公開請求
を要せす、写

しの交付を行う。)

○ 提 供に当たつてはt実 費相当の料金を徴収する。な
お、請求対象

枚数が膨大にわたる場合は、事務処理の都合上、後日交付
とする。

Ⅲ
                             … …………………………………ノ
ヽコ: 口………………………………………………' ‐…………

………ロ
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京都府政務調査費の交付に関する条例の制定
・

,第 14頂 )二
十 94

改正の経過
一十-95



第 1号 様式 (第3条 関係)

平成  年   月   日

京都府議会議長

様

会派名及び

代 表 者 名 ③

会 派 結 成 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 5条第 1項 の規定により、

下記のとおり届け出ます。 、

記

1  会 派の名称

2  代 表者の氏名

3  政 務調査費経理責任者の氏名

4 政 務調査費監査責任者の氏名

5  所 属議員数      名

6  所 属議員氏名   別 紙名簿のとおり

89



第1号様式 (第3条関係) <影  プ  タ >

平成 00年 欲 跡 00日

京都府議会議長

0 0 0 0 様

会派名及び 0000 0 0 0 0

代表者名  00 0 0
∽
◎

会 派 結 成 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第5条第 1項の規定により、

下記のとお り届け出ます。

1  会 派の名称

2  代 表者の氏名

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0  0 0

3 政 務調査費経理責任者の氏名   00 00

4 政 務調査費監査責任者の氏名   00 00

5  所 属議員数

6  所 属議員氏名   別 紙名簿のとお り

00名

40



第 2号 様式 (第 3条 関係)

年   月   日

京都府議会議長

会派名及び

代 表 者 名

会 派 異 動 届

京都府政務調査費の交付に関する条7 1 1第5条第 1項の規定により、

下記のとおり届け出ます。

1  異 動年月日

2  異 動 内 容

区   分 新 1日

会派の名称

代表者の氏名

政務調査費経理責任

者の氏名

政務調査費監査責任

者の氏名

所属議員数

異動 の あった

所属議員氏名

(新たに所属した議員氏

名)

(所属議員でなくなっ

た議員氏名)

途上



第 2号 様式 (第3条 関係) ぐ房 霧 ″>

42

平成00年 9θ tt 00日

京都府議会議長

0 0 0 0 様

会派名及び

代 表 者 名

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0  0 0
∽
◎

会 派 異 動 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 5条第 1項の規定により、

下記のとおり届け出ます。

異動年月日

異 動 内 容

記

平成 00ぞ 00ガ 00g

会派の名称

代表者の氏名

政務調査費経理責任

者の氏名

所属議員数

(所属議員でなくなっ

た議員氏名)

(新たに所属 した議員氏

名)

0 0  0 0

異 動 の あ つ た

所属議員氏名



第 3号 様式 (第 3条 関係)

年  月   日

京都府議会議長

様

会派名及び

代 表 者 名          ①

会 派 解 散 届

京都府政務調査費の交付に関す る条例第 5条 第 2項
の規定 によ り、

下記のとお り届け出ます。

1 解 散 した会派の名称

2 解 散した年月日

48



第 3号 様式 (第3条 関係) ぐ霧 プ タ>

平成00tt 00tt 00日

京都府議会議長

0 0 0 0 様 ‐

会派名及び 00000000

代表者名   00 00
∽
◎

会 派 解 散 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 5条 第 2項 の規定により
、

下記のとお り届け出ます。

1  解 散 した会派の名称

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成Oθ 々00ガ 00 g
2  解 散 した年月日
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(会派に係る政務調査費用)

年  月   日

京都府議会議長

様

会派名及び

代 表 者 名 ①

年度政務調査費に係る収支報告について

京都府政務調査費の交付に関する条例第10条第 1項 (第
2項 )の 規定に

より、別紙のとおり  年 度政務調査費収支報告書を提出します
。

塗 轟



(会派に係る政務調査費用) く 記  ヲ  囲 >

平成00年 欲 労 00日

京都府議会議長

0 0 0 0 様

会派名及び  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

代 表 者 名  _ 空 生 迄 生 主 ◎

平成Oθ年度政務調査費に係る収支報告について

京都府政務調査費の交付に関する条例第10条第1項 (第2項)の 規定に

より、別紙のとおり00年 度政務調査費収支報告書を提出します。
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(会派に係る政務調査費用)

年度政務調査費収支報告書

会派名

1 収   入

政務調査費

2 支  出

円

(単位 :円 )

確
認
欄

経理責任者 ①

総 諮 ①

3 残  余

円

項 目 支  出  額 備 考

調 査 研 究 費

研  修   費

会  議   費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広  報   費

事  務   費

人 件 費

′へ

日 計

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してくださ
い。

4?



(会派に係る政務調査費用)  く 記  プ  囲 >

平成00年 度政務調査費収支報告書

会派名 ◇  ◇  ◇  ◇

1 収  入

政務調査費     72, θ θθ, θθθ  円

(単位 :円)2 支  出

確
認
欄

脚 者 ▲ ▲ ▲ A ◎

監査責任者 △ △ △ △
C

3 残  余

θ   円

項 目 支  出  額 備 考

調 査 研 究 費 2, ア ∂σ, 53イ 00圧 杯こ秀遷勉滅査旨宇

研  修   費 ∂アσ, 9ア イ θO〃 彦会角麿貸等

会  議   費 /,∂ イ9,29θ οοウ 唐斎等

資 料 作 成 費 7σ 9, 3σ 7 OO爾 題研究報告書理慰費等

資 料 購 入 費 θ∂lg,23イ 転闘慈 薩読料、朝 付

広 報 費 2, 77σ , 7gg 00会 派虜会だよク印刷費等

事  務   費 / , 9 3θ , 73ア 事務機器 グーズ念 男 舞 動 数 費等

人 件 費 7,425,θ θθ 会派麟員結料

ハ
ロ 計 / 2 ,  7 3乙 θ8 3

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してくだ
さい。

塗8



(議員に係る政務調査費用)

年   月    日

京都府議会議長

様    ‐

①氏   名               ∪

年度政務調査費に係る収支報告について

京都府故務調査費の交付に関する条例第10条第1項 (第9項)の
規定に

より、別紙のとおり  年 度政務調査費収支報告書を提出
します。

迭鬱



(議員に係る政務調査費用) <記  ジ  例 >

平成00tt 00月 欲 鈍 ‐

京都府議会議長

0 0 θ O 様

氏  名
‐   00 00  ③

ワ 00年 度政務調査費に係る収支報告にっいて

京都府政務調査費の交付に関する条例第10条第 1項 (第3項)の 規定に

より、別紙のとおり00年 度政務調査費収支報告書を提出しますよ
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(議員に係る政務調査費用)

年度政務調査費収支報告書

氏 名

1  収   入

政務調査費

2 支  出

円

(単位 :円 )

3 残   余

円

項 目 支  出  額 備 考

調 査 研 究 費

研  修   費

会  議   費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広  報   費

事 務 所 費

事  務   費

人  件   費

合 計

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してください。

もユ



購員に係る政務調査費用)  く 記  ダ  囲 >

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してください。

る倉

平成00年 度映務調査費収支報告書

氏 名 ◆ ◆ ◆ ◆

1 収  入

政務調査費     イ , 3θ θ,θ θθ   円

2  支   出 (単位 :円 )

残  余

θ    円

項 目 支 出 額 備 考

調 査 研 究 費 イ ア7 名 g ブ σ οο葬 ガ琢葬

研 修 費 92,5θ θ 0働 移 会 OO議 演会参お』費等

△
玄 議 費 ブθσ,93∂ OO癒 政要望に係る会議薄健費等

資 料 作 成 費 ブ92, 732 OO問 題研究資料観翻費等

資 料 購 入 費 θO, 73イ 勅朝鯨競協継 壇棄霧玖倉

広 報 費 θア∂,37ア 府政報告卸刷費、郵送料等

事 務 所 費 39θ , アイ5 豪所所 '震章塚賃虜鮎 力潔斉事管露賃

事 務 費 ア29, 532 勇競鰐拶
―ス納 インタもネカ 移 勢 摩

人 件 費 / , 2 3 5 ;  σ θ2 職員結5

ハ
ロ 計 イ,∂ 7 3 , 3 7 σ
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別記様式 (調査研究費 日研修費
B会議費 コ広報費 ・事務費 )

支 払 証 明 書

使途及び内容 備 考理

号

整

番
支払年月日

支払額

(円)
支 払 先

計 0

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月   日

会派・議員名
同
Ｐ
Ｅ
ト

爵号順に記載してください。

発 品のもの(自動券売機で購入する切符代、

野詰子穐署偽隆繍 接分の
割合を記載してください。          機 る



別記様式 (調 査研究費 白1研修ヨ
・会議費 ・広報費

口事務費 )

支 払 証 明 書 < 記 載 例>

理
号
整
番 支払年月日

支払額
(円)

支 払 先 使途及び内容 備 考

5 HOO. 4,15 740 」R西 日本
OO研 修会参加交通費

(□回駅から▲▲駅まで)
往路

6 HOO.4.15 500 近鉄
O O研 修会参加交通費

(▲▲駅から■■駅まで)
往路

7 HOO.4.15 500 近鉄
OO研 修会参加交通費
(■■駅から▲▲駅まで)

復路

8 HOO,4.15 740 」R西 日本
OO研 修会参加交通費

(▲▲駅から回回駅まで)
復路

計 2,480

上記のとおり相違ないことを証明します。

平成○〇年 4月 15日

会派・議員名 ○○ ○○  印

1使 途項自ごとに作成し、会計帳簿の整理番号順に記載してください。

2-行 程ごとに又は一日ごとに作成してくださし
1経のもの(自動券売機で購入する切符代、3支 払証明書の対象は、ア 交通費のうち逝

路線バス運賃)、イ ガソリン代で距離数により計上する場合(l kmi37円)です。

4接 分により政務調査費の支出を行つた場合には、「備考」欄に支払総額及ぴ按分の
害J合を記載してください。        5G



視察調査
・委託業務

・会議開催

目的 ・内容

結果等

計上額 (円)主な支出内容

要
出
に
支
動
た
活
し

当該活動に関して政務調査費に計上した合計
経費

第5号様式 (第6条関係)

ヽ
工
　
（
ソ
コ
　
っ
θ

注

密昌魯魯豊魯88暑魯       噺
誤潜墨姦森舞ン韮と添付してください。
寸してください。

活 動 報 告 書
N o

ら7



第 5号 様式 (第6条 関係)

活 動 報 告 書 <記 載 例>
No

会派 '議員名     ○ O ① O議 員

に整顛萎動
。委託業務調査研究費

①O県 における○○○対策視察調査  ← た デ
ーマを言忌載レてくださクち

平成○〇年○月○日(○)から平成○○年○月①日(○)まで(○日間)

①①県○○課、○○資料館他  ← 力 を言B載レててださレち

①O① O、 ①①O ← 動 ま 相手方〔組織名″ 乞言B朝レてぐβシち

<目  的 >
。 ①O県 における○○○対策に係る先進的取組について、内容を聴取

し、意見交換を行い、その結果を府政への提言につなげる。

<内  容 >
。 ○ ○○対策について、O① 課長か ら○○○事業等の実施状況及

びそ

の成果について概要を聴取した。
。 その後、①OO事 業の実施に至るまでの具体的な検討経過や、途

上

だ寿焦巣象保88bP88嵩2識雪境棋琶畠貿貿紀券縁獄望憲乞ある
○等の取組方策に係る展望について、積極的な意見交換を行つた

。

<結 果 (成果)等 >
・ 本 府においては、①O県 と地域事情が異なるものの、O① O、 ○○

oと いった本府の地域特性を生かし、○○県の○○○事業を参考
にし

てO① OO① のような取組の検討を推進することができると考えら
れ

ることから、今後の議会質疑等に反映させていきたい。

目的 ・内容

結果等

計上額 (円)主な支出内容

要
出
に
支
動
た
活
し

2 5 , 0 0 0 円

宿泊料実費の
一部計上1 4 ,  8 0 0 円

2 , 0 0 0 円施設利用料

現地資料購入費等3 , 5 0 0 円

当該活動に関して政務調査費に計上した合計経費  45, 300円

1, 2, 3, 4, 5, 6, 7

１

２

３

注

蛋昌魯魯豊旨]暑暑魯       材誤指墨築さ舞ン整と添付
してください。

寸してください。

あS         ｀



別記様式

。
主ざ」

い

で
さ
が
だ
と
く
こ
て
る
　
若
　
が
て
務
　
の
備

し
す

。
＞
書
　
払
し
政
　
等
を

付
付

い
求
　
支
付
＜
　
分
容

貼
貼
さ
請

も
り
添
由
　
担
内

政務調査費領収書貼付用紙

ま
　
室
再
　
場
　
外
　
あ
し

１

２

　

３

　

４

　

５

　

６

注

しくは納品

る

。以
　
が
載

い
い
動
　
出
記

て
さ
活
　
支
に

れ
だ
査
　
費
欄

さ
く
調
　
経
考

議員 (会派)名

調査研究費・研修費
'会議費・資料作成費

・資料購入費・広報費
・事務所費・事務費

・人件費

(領収書は、重な らないように貼付 し
て ください。)

る8



議員 (会派)名

・事務所費・事務費
・人件費

調査研究費 '研修費 ・会議費 ・資料作成費 ・資料購入費

1 2 6 , 0 0 0 円

・後援会負担分 54 , 0 0 0円 (紙面掲載割合により按分)

(領収書は、重な らないように貼付 して くださ
い。)

1 0

9

平成○〇年 4月 17日

ただ し、府政施策広報紙印刷代 01 0 0円 X l , 0 0 0枚

黒黒駅騨覆瑞 o

¥ 1 0 0 ,  0 0 0 -

領 収  書

oo ① O 様

平成○○年 4月 17日

o o  O ①  様

¥ 8 0 , 0 0 0 -

ただし、府政施策広報紙発送代 0 8 0円 X l , 0 0 0枚

▲▲株式会社
代表取締役 ム▲▲△

領  収  書

別記様式

０き
い
で
さ
が
だ
と
く

こ
て
る
　
若
　
が
て
務
　
の
備

し
す

。
＞
書
　
払
し
政
　
等
を

付
付
い
求
　
支
付
＜
　
分
容

貼
貼
さ
請

も
り
添
由
　
担
内

ま
　
書
　
場
　
外
　
ぁ
し

１
２
　
３
　
４
　
５
　
６

注

政務調査費領収書貼付用紙 <記 載 例 >

しくは納品

る

。
以
　
が
載

い
い
動
　
出
記

て
さ
活
　
支
に

れ
だ
査
　
費
欄

さ
く
調
　
経
考

G8



第 7号様式 (第8条関係)

京都府議会議長
様

平成   年    月    日

(会派の場合) 会 派名及び

代表者名

(議員の場合) 氏   名

収支報告書等修正届

京都府政務調査費あ交付に関する条例第10条 第
1項 (第3項)の 規定により      そ

年  月   日 付けで提出した 「    年 度政務調
査費収支報告書」等

について、下記のとおり修正します。

記

1 修 正理由

2 修 正書類

ア 収 支報告書   イ  領 収書その他の証拠書類
の写し ウ  活 動報告書

3 修 正箇所及びその内容       、

ア 収 支報告書

円〉
(ア) 収 入 (修正後の収入額

(ィ) 支 出 (修正項 目

(修正後の支出合計額            円
)

円)
(ウ) 残 余 (修正後の残余額

イ そ の他の添付書類

(修正箇所及びその内容)

4 残 余額 (いずれかの記号に○印の上、アの場合は金額
を記載してください。)

ア 修正の結果生じた新たな残余は、 円であり、返還する。

イ 残 余なし

注 ら 啓≧高養記暑祇留忍予鑓圏務ぶ奎己澄〕口除を行い、訂正印を押印の上、添付し
てください。
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< 記  載  例 >
第 7号 様式 (第8条 関係)

イ冴θOtt Oθ tt 00日

京都府議会議長' 様

(会派の場合) 会 派名及び

代表者名         印

(議員の場合) 氏   名    00 00①

収支報告書等修正届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 10条 第 1項 (第3項 )の 規定により

θO年 00tt 00日 付けで提出した 吻 0年 度政務調査費収支報告書」等につ

いて、下記のとおり修正します。

記

1 修 正理由 会 計履簿の計士傷を分舞疲び力容仁済クカ坊 5ご 効 昭冴傷をため

2 修 正書類

C)収
支報告書

  (D領
収書その他の証拠書類の写し ウ  活 動報告書

3 修 正箇所及びその内容

C)収支報告書
(ア) 収 入 (修正後の収入額 円)

◎ 釧篠廓 趨 韓、勤擢  )
(修正後の支出合計額 円)

◎  残
余 (修正後の残余額     / 2 , θ ア2     円 )

(D穆盈轡繰変ぷ房楯内容)
,滋 動 物 賃 支払証明書rこ記載の支払金額 御 R運 蓑)を 修正する。
,多 冴 ″ 賃 誤計上分の記気代に係る窟笈妻乞凱傍する。

4 残 余額 (いずれかの記号に○印の上、アの場合は金額を記載してください。)

C)修
正の結果生じた新たな残余は、  ア 2, θ /2 円 であり、返還する。

イ 残 余なし

注 1 該 当する記号に○印を付けてください。
2 修 正内容については、提出済み写しに加除を行い、訂正印を押印の上、添付し

てください。
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(議員に係る収支報告書の修正例)

平成00年 度政務調査費収支報告書

氏 名  0 0 0 0

1 収   入

政務調査費     4, 800, 000  円

2 支   出

(単位 :円 )

3 残   余
/2, θ ア2

平成O々 "日 修正

00 0θ

円
*2固 目以降の疹Z豚 か力崎

よう/c~それぞ均房写事を″″

て下さレ

項 目 支  出  額 備 考
一

調 査 研 究 費

g/2, 75θ 府内・府外調査旅費

○○問題調査委託費

研 修 費
一

8 5 , 4 1 9

講演会参加費

○○問題研修会参加費

△
蚕 議 費 1 6 4 , 9 1 5 ○○府政相談会開催費

資 料 作 成 費 1 3 2 ,  8 2 5

原稿料

○○問題研究報告書印刷黄

資 料 購 入 費 185,846

新聞雑誌購読料、

書籍購入代

広 報 費 858 ,  2 5 6

広報誌印刷費、送料

○○問題府政報告会開催経費

事 務 所 費

7 , θ 5乙 2 3 2 ○○事務所賃借料

光熱水費等管理費

事 務 費 6 1 5 , 9 4 8

事務用品購入費

通信費 (電話、郵券等)

人 件 費 1,  3 7 5 ,  2 8 7 職員給与

′へ

田 計

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してください。
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参考様式

政務調査業務委託契約書

1 委 託業務の名称

2 委 託調査の目的

3 委 託調査事項

契約期間

平成  年  月

業務委託料

金

日 か ら 耳ニナ抗 日 ま で

上記の委託業務について、委託者 (甲)と 受託者 (乙)は 、各々の対等な立場

における合意に基づいて、別添の条項によって公正な委託契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。

本契約の証として本書 2通 を作成し、当事者記名押印の上、各自 1通 を保有

する。

平成  年

住所

氏名

住所

氏名

日月
　
　
仰

印

Ｈ
ド
ビ
ト

(乙)
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(目 的 )

第1条 本 委託契約は、甲が
に関する業務を行うことにつき、乙に

対してこれを委託することを目的とする。

(業務の内容及び方法)

第 2条  調 査業務等の内容及び方法は、別紙
「政務調査業務等仕様書」による。なお、

その他、必要に応じて甲は乙に対して特別調査を指示す
る場合がある。

(委託料の支払い)

第 3条  甲 は、この契約により乙の行う業務に対
し委託料を支払う。

(契約内容の変更)

第 4条  契 約の内容を改める必要が生じた場合
は、双方協議の上決定する。

(報告、検査及び業務の改善)

第 5条  甲 は、乙の業務について随時検査を行
い、又は報告を求め、必要があるときは乙と

協議の上、業務の変更を求めることができる。

(遵守事項)

第 6条  乙 は、業務履行中に知り得た秘密を他
にもらしてはならない。

2 乙 は、業務履行については善良な管理者の注意をもっ
て行わなければならない。

3 乙 は、業務履行について、必要に応じて甲と協議の上行
わなければならない。

(第二者の損害)

第 7条  乙 は、業務上第二者に損害を来ばした
ときはその賠償の責を負う。

(権利義務の譲渡等)

第 8条  乙 は、本契約により生じた権利を第
二者に譲渡し、若しくは担保に供し、又は

その業務を第二者に委託し、若し下ヤま請け負
わせてはならない。ただし、甲が承認した

場合はこの限りでなぃ。

(契約保証金)

第 9条  契 約保証金は、免除する。

(契約の解除)

第10条 甲 及び乙はいつでも本契約を解除する
ことができる。

2 甲 が本契約を解除するときい違約金 を乙に支払うものとする。

3 乙 が本契約を解除するときは甲に対し
一切の委託料を請求することができない。

(補 則 )

第11条 こ の契約書に定めのない事項については必要
に応じて甲乙協議して定めること

とする。
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政務調査業務仕様書

1 調 査 対 象

2 調 査 方 法

3 調 査 内 容

4 成   果   物

委託業務報告書
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参考様式

豊
日約契一雇

下 記 の 条 件 で 契 約 し ま す

午前・午後

(

分まで

)
(休憩時間)

給与 (賃金)

給 与 振 込 先

上記契約期間満了をもって本契神を解消する。

契約書は2通作成し、双方が各 1通 を保管する。

6▼



参考様式

雇  用  契  約  書 < 記 載 例 >

ふ り  が  な の  の 生  年  月   日

氏 名 □ □    □  □ 平籾じ6年  06月  θ θ日生

現  住  所 0 0 ″ 0 0 ″ 0 コ 野 0 蒼 鍔

駈 ∽ 0 -

下 記 の 条 件 で 契 約 し ま す

雇 用 期 積 平籾じじ年 6と 源 00日 から 解 所0じ 年 Cを 源 Oθ 日まで

就 業 場 所 0 0 ″ 0 0 ″ 0

0 0 0 0 鹿 義 効

刀 O  t t  O  g

仕 事 内 容 物″つ '及務確緊粥商蒻動秘レ疫び

の

,      ガ

就 業 時 間

(休憩時間)

⑩
確 針

(   効

鋭 らヽ 午ギ汚
②

鉾 勃 いう て冴 揚

て刃寺 0分まで

,

休 日 招 如 湘 砕 勤

給与 (賃金) 解 ∽ 0 ∽ 0 ″ ( 輪 円 )

給 与 支 払 勤 の

給 与 振 込 先 0 0 ガ 行 0 0 財

勤   摩

上記契約期間満了をもって本契約を解消する。

契約書は2通作成し、双方が各1通を保管する。

の

雇 用 者  涼閉癒議会霧舅

脚 者

年捌 00日

∽∽①
□□□□①

68



【政務調査費充当額の計算】

〇給与 総支給額(D〕[ 同]×接分率 [   %]

円]×按分率 [

(F)十 (G)=

保険料等雇用主負担額  総 額 [

円 (F)

円 (G)

円怒9 ○ 政務調査費充当額の計

%]三



政務言司査業務 自 < 記  載  例  >

○ ○ ○ ○○  月 分 氏  名

日 曜日

定 時 勤 務 備考 (時間外勤務等)

開始時刻 終了時刻 休憩等躍除
時間

勤務時間数 開始時間 終 r時刻 到務時同

1 日 0:00 0:00

月 8:30 1 7 : 0 0 1:00 7:30 1 7 : 3 0 1 9 : 3 0 2:00

火 8:30 16:00 1:00 6:30 0:00

4 水 8:30 1 6 1 0 0 1:00 6:30 0:00

5 木 8:30 1 7 : 0 0 1:00 7:30 1 7 : 3 0 1 9 : 3 0 2:00

6 金 1 3 : 0 0 1 7 : 0 0 4:00 0:00

7 土 0:00 0:00

日 0:00 0:00

月 0:00 0:00

火 1 3 : 0 0 1 7 : 0 0 4:00 0:00

水 8:30 1 2 : 0 0 3:30 0:00

木 8:30 1 7 : 0 0 1:00 7:30 0:00

金 8:30 1 7 : 0 0 1:00 7:30 0:00

土 0:00 0:00

日 0:00 0:00

月 0:00 0:00

火 1 3 : 0 0 17:00 4:00 17:30 19i30 2:00

水 14:00 17:00 3:00 17:30 1 9 : 3 0 2:00

木 8:30 17:00 1:00 7:30 0100

金 8:30 17:00 1:00 7:30 0:00

土 0:00 0:00

日 0:00 0:00

月 9:00 17:00 1:00 7:00 0100

”
中 火 9:00 17:00 1:00 7:00 0:00

水 9:00 17:00 1:00 7:00 0:00

本 0:00 0:00

金 8:30 1 7 : 0 0 2:00 6:30 0:00

2 8

2 9

3 0

31

土
一日
一月
一火

井

脚
一脚

17

17

０〇

一
〇〇

２

一
１

00

00

0:00

0100

6:30
】 7 : 3 0

( A 〕1 1 8 : 0 0

0:00

0:00

0:00

0:00

8:00

上記のとおり勤務したことを証明します。    議 員名 ①

【総支給額の計算】

① 時給の場合 (A)E

①
'月
額の場合

② 時間外勤務手当等

③ 総支給額

118時 間 30分 ]文 単価 E 800円 ]

支給額

支給額計

4す 8 0 0   円 ( B )

円 (B)

0 0 0  円 ( C )

8 0 0   円 ( D )( B ) 十 ( C )  =

8 ,

1 0 2 ,

【実支給額 (総支給額
一諸控除額)の 計算】

(D)一 [1,850(例示)円 ](所得税
・住民税、保険料等本人負担額)=100 5 0 (E)

金   1 0 0 , 9 5 0 円  に )

左記金額を確かに領収致しました。

○ 年 ○ 月
ら
○ 日

氏 名   ○  ○  ○  ○ ①

【政務調査費充当額の計算】

○ 給与 総支給額(D}[ 102, 800 円 ]X接分率[ 50%]=  51, 400  円
(F)

○ 保険料等雇用主負担額 総 額[3,500(例示)円 ]×按分率 [ 50%]=1, 750  円
(G)

o政 務調査費充当額の計            (F)十 (G)=  53, T50  円
170



京都府政務調査費の交付に関する条例

改正 平 成 14年5月 24日条例第23号

平成 19年12月25日条例第64号

(趣旨)

第1条 こ の条例は、地方自治法 (昭和22年法律第67号)第100条第
13項及び

第14項の規定により、京都府議会議員 (以下 「議員」という。)の 調査研究
に

資するため必要な経費の
上部として、政務調査費を交付することに関し必要な

事項を定めるものとする。

(政務調査費の交付対象)

第 2条  政 務調査費は、京都府議会の会派 (所農議員が
1人 のものを含む。以下

「会派」という。)及び議員の職にある者に対して交付するも

(会派に係る政務調査費)

第3条 会 派に係る政務調査費は、月額100,000円に当該会派の所属議員の数
を

乗じて得た額を会派に対し交付する。

2 前 項の所属議員の数は、月の初日における各会派の所属議員数による。

3 月 の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員

の所属会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合における
これ

らの事由が生じた日の属する月の政務調査費の交付については、これら
の事由

が生じなかったものとみなす?一 の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散

した場合も同様とする。

4 各 会派の所属議員数の計算については、同
一議員について重複して行うこと

ができない。

(議員に係る政務調査費)

第4条  議 員に係る政務調査費は、月額400,000円を月の初日に在職す
る議員に

対し交付する。

2 月 の途中において議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会

の解散があうた場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務調
査費

の交付については、これらの事由が生じなかつたものとみなす。

(会派等の届出)

第 5条 議 員が会派を結成し、会派に係る政務調査費の交付を受けよう
とすると

きは、代表者、政務調査費経理責任者及び政務調査費監査責任者を定め、そ
の

代表者は、会派結成届を京都府議会議長 (以下 「議長」という。)に 提出
しな

ければならない。会派結成届の内容に異動が生じたときは、会派異動届を提出

しなければならない。

2 会 派を解散したときは、その代表者は、会派解散届を議長に提出しなけ
れば

ならない。

'ぴ
埜

馴０
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９０　１１

月
第
３
例

年

条
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(会派等の通知)

第 6条  議 長は、前条第 1項の規定により会派結成届のあつた会派及び政務調
査

費の交付を受ける議員について、毎年度4月 1日 までに、知事に通知しなけれ

ばならない。

2 議 長は、年度途中において、会派結成届、会派異動届若しくは会派解散届
が

提出されたとき又は議員の異動が生じたときは、速やかに知事に通知しなけれ

ばならない。

(政務調査費の交付決定)

第 ケ条 知 事は、前条の規定による通知に係る会派及び議員について、政務調
査

費の交付の決定を行い、会派の代表者及び議員に通知しなければならな
い。

(政務調査費の交付)

第 8条  知 事は、前条の交付決定を行った会派及び議員に対して、毎月政務調
査

費を交付するものとする。

(政務調査費の使途)

第 9条  会 派及び議員は、政務調査費を議長が別に定める使途基準に従
い使用し

なければならない。

(収支報告書等の提出)

第10条 会 派の代表者及び議員は、政務調査費に係る収入及び支出の報告書
(以

下 「収支報告書」という。)を 、別記様式により年度終了日の翌日から起算
し

て30日以内に議長に提出しなければならない。

2 会 派の代表者は、会派が消滅した場合には、前項の規定にかかわらず、当該

会派が消滅した日の属する月までの収支報告書を、別記様式により消滅した日

の翌日から起算して30日以内に議長に提出しなければならない。

3 議 員は、任期満了、辞職、失職若しくは除名又は議会の解散により議員
でな

くなったときは、第1項の規定にかかわらず、議員でなくなった日の属する月

までの収支報告書を、別記様式により議員でなくなった日の翌日から起算して

30日以内に議長に提出しなければならない。

4 会 派の代表者及び議員は、前 3項 の規定により収支報告書を提出するとき
は、

当該収支報告書に記載された支出についての領収書その他の証拠書類の写
し

(以下 「領収書等の写し」という。)及 び政務調査の主な活動を記載した報告

書 (以下 「活動報告書」という。)を 添付しなければならない。

(議長の調査)

第11条 議長は、政務調査費の適正な運用を期すため、前条の規定により収支報

告書が提出されたときは、必要に応じ調査を行うものとする。

(政務調査費の返還)

第12条 知 事は、会派又は議員がその年度において交付を受けた政務調
査費の総

額から、当該会派又は議員がその年度において行つた政務調査費によ
る支出

(第9条 に規定する使途基準に従って行つた支出をいう。)の 総額を控除
して

残余がある場合、当該残余の額に相当する額の政務調査費の返還を命じる
こと

ができる。
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(収支報告書等の保存及び閲覧)第
言膏太暑督38晏暑;富告禄皆岳督岳岩暑魯暑忌名暑告忌暑書暑を岳倉骨計魯
ならない。

2 何 人も、議長に対し、前項の規定により保存されて
いる収支報告書等 (京都

府情報公開条例 (平成13年京都府条例第 1号 )第
6条 に規定する非公開情報を

除く。)の 開覧を請求することができる。

墓琵笑

)と
の条例に定めるもののほか、政務調査費の交付に関し必要

な事項は、

議長が定める。

附 則      Ⅲ
この条例は、平成13年4月 1日から施行する。

附 則 (平成14年京都府条例第23号)

1 こ の条例は、公布の日から施行す
晏執査費の交付に関する条例の規定は、平2 こ の条例による改正後の京都府政務

成14儒4晶キ畢農島導晏醜鳥癸例第61暑札行する。1 こ の条例は、平成 20年 4月 1日か

2 こ の条例による改正後の京都府政務調査費の交付に関する条例
の規定は、こ

の条例の施行の日以後に交付する政務調査費につ
いて適用し、同日前に交付し

た政務調査費については、なお従前の例による。
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別記様式 (第10条関係)

(会派に係る政務調査費用)

年   月   日

京都府議会議長
様

会派名及び

代 表 者 名  l  ③

年度政務調査費に係る収支報告について

ょ言啓観総務習憲膏?委鰹撮霧嘉墨蜜
例第10条第1項(第2項)|の規定に
寺収支報告書を提出します。

Pr4



(会派に係る政務調査費用)

年度政務調査費収支報告書

会派名

１

　

　

　

　

２

収  入

政務調査費

墜

檎

腿諮 ①

監査責任者 ①

3  残

円

調 査 研 究 費

研  修   費

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してください。
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(議員に係る政務調査費用)

年  月   日

京都府議会議長
様

氏   名     ③

年度政務調査費に係る収支報告について

京都府政務調査費の交付に関する条71j第10条第 1項 (第3項)の 規定に

より、別紙のとおり 年 度政務調査費収支報告書を提出します。
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(議員に係る政務調査費用)

年度政務調査費収支報告書

氏  名

1 収   入

政務調査費  _

1 支  出 ‐

円

(単位 :円 )

2 残   余

円

項 目 支  出  額 備 考

調 査 研 究 費

研  修   費

会  議   費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広 報 費

事 1 務 所 費

事  務   費

人
‐
件  費

ハ
口 計

注 備 考欄には、主たる支出の内訳を記載してください。

暫T



京都府政務調査費の交付に関する規程

年 成 13年3月 30日)

改正 平 成20年3月 31日

(趣旨)

第1条 こ の規程は、京都府政務調査費の交付に関する条例 (平成13年京都府条例

第14号。以下 「条例」という。)に 基づく政務調査費の交付に関し必要な事項を

定めるものとする。

(政務調査活動)

第 2条  政 務調査活動 (条例第 2条 の規定により
1交
付した政務調査費をもって経費   と

に充当することができる調査研究に係る活動をいう。)と は、次に掲げる活動を

いう。                                           |｀

(1)府 の政策形成にかかわる調査、企画、立案に関する活動

(2)府 の政策形成に必要な情報収集、意向調査、府民との意見交換等の活動

(3)府 の政策形成に関する調査研究の推進に資するための議案調査、事務調査等

の活動

に)府 の事務執行の過程における効率性等の観点からの監視、是正、提案等に関

する活動

(5)府 の事務執行の結果に対する目的達成度等の観点からの評価、提案等に関す

る活動

(6)前 各号に掲げるもののほか、府の事務又は府政に関し、京都府議会議員 (以

下 「議員」という。)が 行う活動であつて、京都府議会議長 (以下
「議長」と

いう。)が 必要と認めるもの

(会派結成届等)

第 3条  条 例第 5条 に規定する届は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号
に定

める様式とする。

(1)会 派結成届 別 記第 1号様式

(2)会 派異動届 別 記第 2号様式

(3)会 派解散届 別 記第 3号様式

(会派及び議員の通知)

第4条  条 例第 6条 に規定する通知の様式は、別記第4号 様式によるものとす
る。   .

(政務調査費の使途基準)

第 5条  条 例第 9条 に規定する使途基準は、京都府議会の会派 (以下
「会派」とい

う。)に 係る政務調査費については別表第 1、議員に係る政務調査費については

別表第 2の とおりとする。

(収支報告書の添付書類)

第 6条  条 例第10条第 4項 の規定により収支報告書に添付する領収書そ
の他の証拠

書類の写しは、次に掲げるものとする。

(1)領 収書の写し

?8



(力 預 金口座振替による支払にあっては、当該支払を示す預
金田座通帳の写し

(3)領 収書が徴しがたい支出にあつては、支払証明書

2° 条杭縁協菱墨ゲ亀誘晶謹絶量房密動報告書の添付を要す
る政務調査の主な活動

は、次に掲げるものとする。

(1)府 の区域外で行う視察調査

(2)調 査研究委託

(3)会 場使用料を伴う会議の開催

3 条 例第10条第4項 に規定する活動報告書の様式は、別記第
5号様式とする。

(収支報告書の写しの送付)

第
岳奮様課履蟹ち爺讐羅選待學留雷垢亡孝

提出された収支報告書の写しを、別記第
｀
る。

(収支報告書等の修正)

第 8条  会 派の代表者及び議員は、条例第 10条
の規定により提出した収支報告書、

領収書等の写し及び活動報告書の記載等の修正をしよう
とするときは、別記第 7

号様式により議長に届け出なければならない。

2 前 条の規定は、前項の規定による収支報告書の記載等
の修正の場合について準

用する。

(証拠書類等の整理保管)

第 9条  会 派の政務調査費経理責任者及び議員
は、政務調査費の支出について、会

計帳簿を調製しその内訳を明確にするとともに、証拠書類等
を整理保管 し、これ

らの書類を当該政務調査費の収支報告書の提出期間の末 日
の翌日か ら起昇 して 5

年を経過する日まで保存しなければならな
い。

(収支報告書等の開覧)

第ぱ縫出李梁唇盛籠霧桑冒呂璽宙妖琶畠盤香蕃轟言雷羅彊予把ち嵩華晋訴番事言雷
とができる。

2 条 例第13条第 2項 の規定による収支報告書等の開覧は、議長が指定す
る場所で、

執務時間中にしなければならない。

附 則

この規程は、平成13年4月 1日から施行する。

附 則 (平成20年3月 31日)

1 こ の規程は、平成20年4月 1日から施行する。

2 こ の規程による改正後の京都府政務調査費の交付に関する規程の規定は、
この

規程の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付
した政

務調査費については、なお従前の例による。
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別表第 1(第 5条 関係)

目項 容内

調 査 研 究 費

会派が行う府の事務及び地方行財政に関する調査研究

並びに調査委託に要する経費

(調査委託費、交通費、宿泊費等)

研  修
1費

会派が開催する研修会又は講演会等の実施に必要な経

費並びに他団体が開催する研修会、講演会等への所属

議員及び会派の雇用する職員の参加に要する経費

(会場費 ・機材借り上げ費、講師謝金、会費、交通

費、宿泊費等)

△
= 費議 会派における各種会議に要する経費

(会場費 ・機材借り上げ費、資料印刷費等)

資 料 作 成 費 会派が議会審議に必要な資料を作成するために要する

経費 (印刷 ・製本代、原稿料等)

資 料 購 入 費 会派が行う調査研究のために必要な図書
・資料等の購

入に要する経費 (書籍購入代、新聞雑誌購読料等)

費報広 会派が行う議会活動及び府政に関する映策等の広報活

動に要する経費

(広報紙 ・報告書等印刷費、送料、交通費等)

費務事 会派が行う調査研究に係る事務遂行に必要な経費

(事務用品 ・備品購入費、通信費等)

人  件   費 会派が行う調査研究を補助する職員を雇用する経費

(給料、手当、社会保険料、賃金等)
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別表第 2(第 5条 関係)

議員が行う府の事務及び地方行財政に関する調査研究

並びに調査委託に要する経費

(調査委託費、交通費、宿泊費等)
調 査 研 究 費

団体等が開催する研修会又は講演会等への議員及び議

員の雇用する秘書等の参加に要する経費

(会費、交通費、宿泊費等)
研  修   費

議員が行う地域住民の府政に関する要望及び意見を吸

収するための各種会議に要する経費

(会場費・機材借り上げ費、資料印刷費等)

議員が議会審議に必要な資料を作成するために要する

経費 (印刷 ・製本代、原稿料等)
資 料 作 成 費

議員が行う調査研究のために必要な図書
・資料等の購

入に要する経費
(書籍購入代、新聞雑誌購読料等)

資 料 購 入 費

議員が行う議会活動及び府政に関する政策等の広報活

詔ほ轟品骨鑑暑書等印刷費、送料、交通事等)
広  報   費

議員が行う調査研究活動のために必要な事務所の設置

及び管理に要する経費

(事務所の賃借料、管理運営費等)
事 務 所 費

議員が行う調査研究に係る事務遂行に要する経費

(事務用品 。備品購入費、通信費等)
事  務   費

議員が行 う調査研究を補助する職員を雇用する経費

(給料、手当、社会保険料、賃金等)

愚″上



別記

第 1号様式 (第3条 関係)

年  月   日

京都府議会議長
様

会派名及び

代表者名 !  ①

会 派 結 成 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 5条第 1項の規定により、

下記のとおり届け出ます。
記         ‐

1 会 派の名称

2 代 表者の氏名   ‐

3 政 務調査費経理責任者の氏名

4 政 務調査費監査責任者の氏名

5 所 属議員数

6 所 属議員氏名  別 紙名簿のとおり

8脅



第 2号 様式 (第3条 関係)

年  月   日

京都府議会議長

様

会派名及び

代表 者名    ①

会 派 異 動 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 5条 第 1項 の規定により、

下記のとおり届け出ます。
記

1 異 動年月日

2  異 動 内 容

区   分 新 1日

会派の名称

代表者の氏名

政務調査費経理責任

者の氏名

政務調査費監査責任

者の氏名

所属議員数

異動のあつた

所属議員氏名

(新たに所属した議員

氏名)

(所属議員でなくなっ
た議員氏名)
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第 3号 様式 (第3条 関係)

年  月   日

京都府議会議長
様

会派名及び

代 表 者 名    ①

会 派 解 散 届

京都府政務調査費の交付に関する条例第 5条第 2項 の規定により、

下記のとおり届け出ます。
記

1 解 散した会派の名称

2 解 散した年月日
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第 4号 様式 (第4条 関係)

年  月   日

京都府知事
様

京都府議会議長

氏  名  回
政務調査費の交付を受ける会派及び議員について

京都府政務調査費の交付に関する条例第 6 条 の規定により、

政務調査費の交付を受ける会派及び議員について下記のとお り

通知します。

記

(1)会 派について

別紙会派結成 (異動、解散)届 のとおり。

(2)議 員について

別紙議員名簿のとおりも
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第5号様式 (第6条関係)

活 動 報 告 書

該当する政務調査費の使途の項目に○印を付けてください。

視察調査報告の場合は、行程表及び経費の内訳を示す書類を添付してくだ

さi ↓ 。ゝ

会議開催報告の場合は、会議案内を添付してください。

注   1

2

視察調査 ・委託業務
・会議開催

目的・内容

結果等

計上額 (円)

じ詔隻露

当該活動に関して政務調査費に計上した合計経費      円
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第 6号 様式 (第7条 関係)

日

ヽ
付印蛇

仰
お
　
　
！

規

と

の

の

条

添

６

Ｕ卵的
る

写

す

の

関

書

費

収

査

費

調

査年

し

　

タ

京都府知事

京都府議会議長

氏   名

政務調査費収支報告書 (写)の 送付について

回

817



第 7号 様式 (第8条 関係)

京都府議会議長

様

平成   年    月    日

(会派の場合) 会 派名及び

代表者名

(議員の場合) 氏   名

収支報告書等修正届

ア の

京都府政務調査費の交付に関する条例第10条 第1項 (第3項)の規定により    :

年  月   日 付けで提出した 「    年 度政務調査費収支報告書」等

について、下記のとおり修正します。

記

1 修 正理由    ‐

2 修 正書類

ア 収 支報告書   イ  領 収書その他の証拠書類の写し ウ  活 動報告書

3 修 正箇所及びその内容

ア 収 支報告書

(ア) 収 入 (修正後の収入額               円 )

)(イ)支 出 (修正項目

(修正後の支出合計額             円 )

(ウ) 残 余 (修正後の残余額               円 )

イ穆総轡縁絞体茅務内容)

し
　
い
　
　
　
　
訂

割
　
円
・　
　
　
，市

記
　
　
一　
　
　
　
い

確

　

一　
　
　
行

隷
　
　
一
　

　

　

着

途

　

一　

　

　

隣

御
　
　
一　
　
　
ヽ
捌

易
　
　
一　
　
　
い
た

さ

し
だ
写

ヽ
　

　ヽ
　
　
く
み

上
　
は
　
　
　
て
済

の
　
余
　
　
　
け
出

＜
　
の
　
な
　
当
正
し

額
　
正
　
余
　
該
修
付

余
　
修

残

　

　

添

残
一　
　
　
　
　
１
２

ア
　
イ

注

Ｋ
　
あ
ノて　
０

れ　
韻
　
　
　
取

い
　
返

鋒
　
‐ヽ
　
　
　
都

だ
　
，

)

する。

正 印

る

　

　

　

　

とハ
上
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京都府政務調査費の交付に係る収支報告書等の閲覧に関する要綱

(平成14年5月 8日 )

改正 平 成20年3月 31日

(閲覧場所)
第 1条 京 都府政務調査費の交付に関する規程 (平成13年3月 30日。以下 「規程」
という。)第 10条第 2項の京都府議会議長 (以下 「議長」という。)が 指定する

場所は、京都府議会図書館 (以下 「議会図書館」という。)と する。

〔閲覧時間)
第 2条  閲 覧時間は、午前9時から正午まで及び午後 1時から午後 5時 までとする。

(閲覧業務を行わない日等)
第 3条  開 覧業務を行わない日は、京都府の休日を定める条例 (平成元年京都府条
例第4号 )第 1条第 1項に規定する府の休日とする。
2 前 項に定める日のほか、議長が特に必要があると認めるときは、閲覧業務の全
部又は一部を休止することができる。

(閲覧手続)
第 4条  閲 覧者は、議会図書館の受付において、政務調査費収支報告書閲覧者記録
簿に開覧日、氏名、住所及びその他必要な事項を記入しなければならない。

(閲覧方法)
第 5条  開 覧者は、係員の指示に従い、政務調査費収支報告書を開覧することがで
きる。
2 閲 覧者は閲覧終了後、当該報告書を係員に返却しなければならない。

(開覧者の遵守事項)
第 6条  閲 覧者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
(1)動物、植物、カメラ、コピァ機器、危険物等を開覧場所に持ち込まないこと。
・(2)音読、談話、飲食、喫煙等他の開覧者の迷惑になる行為をしないこと。
(3)その他係員の指示に従うこと。

(閲覧の中止又は禁止)
第 7条  議 長は閲覧者が規程又はこの要綱の規定に違反する場合は、その閲覧を中止さ
せ、又は開覧を禁止することができる。

附 則
この要綱は、平成14年5月 31日から施行する。

政 務 調 査 費 収 支 報 告 書
聞 覧 者 記 録 簿

閲 覧 日 年  月   日

氏 名

住 所

開 覧 の 対 象
□ 会派に係る政務調査費

議員に係る政務調査費□

鶴 勧



京都府情報/AN開条例 (抄)

(公文書の公開義務)

第 6条  実 施機関は、公開請求があった場合は、当該公開請求に係る公文書に次の

各号に掲げる情報 (以下 「非公開情報」という。)の いずれかが記録されて
いる

ときを除き、請求者に対し、当該公文書を公開しなければならない。

(1)個 人に関する情報 (事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)で

あって、個人が特定され得るもの (他の情報と照合することにより、個人が特

定され得るものを含む。)の うち、通常他人に知られたくないと望むことが正

当であると認められるもの又は個人を特定され得ないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの

(2)法 令、条例又は法律若しくはこれに基づく政令の規定に基づく明示の指示

に基づき公にすることができないとされている情報

(3)法 人 (府、国、他の地方公共団体その他これらに類する団体 (以下
「府

等」という。)を 除く。)そ の他の団体 (以下 「法人等」という。)に 関する

情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であつて、公にするこ
°とによ

り、当該法人等又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア 人 の生命、身体又は健康に危害を及ばすおそれのある事業活動に関する情

幸R

イ 人 の生活又は財産に対して重大な影響を及ばす違法又は著しく不当な事業

活動に関する情報    ‐

(4)府 等又はその相互間における審議、検討又は協議に関する情報であつて、

公にすることにより、次に掲げるおそれがあるもの

ア 率 直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

イ 不 当に府民の間に混乱を生じさせるおそれ

ウ 特 定のものに不当に利益を与え、又は不利益を及ばすおそれ

(5)府 等が行う事務事業に関する情報であつて、公にすることにより、次に掲

げるおそれその他事務事業の性質上、当該又は同種の事務事業の適正な遂行に

支障を及ばすおそれがあるもの

ア 監 査、検査、許認可、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはそ

の発見を困難にするおそれ

イ 契 約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国又は地方公共団体の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ

ウ 調 査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害する

おそれ

工 人 事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ばすお

それ

オ 国 又は地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の

正当な利益を害するおそれ

(6)公 にすることにより、個人の生命、身体、財産等が侵害されるおそれのあ

る情報 (公務員等 (国家公務員法 (昭和22年法律第120号)第 2条 第 1項 に規定

ヽ
―
―
ノ

日

号

３０

１

丹

第
３

例

年

条
‐３

府

成

都

篠
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する国家公務員 (独立行政法人通則法 (平成11年法律第103号)第 2条第2項に

規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。)、 独立行政法人等 (独立

行政法人等の保有する情報の公開に関する法律 (平成13年法律第140号)第
2条

第 1項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。)の 役員及び職員、地方

公務員法 (昭和25年法律第261号)第 2条に規定する地方公務員並びに地方独立

行政法人 (地方独立行政法人法 (平成15年法律第118号)第 2条第 1項に規定す

る地方独立行政法人をいう。以下同じ。)及 び公社の役員及び職員をいうと)

の氏名等であつて、公にすることにより、当該公務員等個人の生命、身体、財

産等が侵害されるおそれがあるもの及びそのおそれがあるものとして実施機関

の規則 (実施機関が警察本部長である場合にあっては公安委員会規則、公社で

ある場合にあってはその定め)で 定めるものを含む。)

(7)公 にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、卿
の執行

その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認

めることにつき相当の理由がある情報

(8)実 施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に個人又は法人等
か

ら提供された情報であつて、個人又は法人等における通例として公にしな
いこ

ととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時
の

状況等に照らして合理的であると認められるもの。ただし、次に掲げる情報
を

除く。

ア 人 の生命、身体又は健康に危害を及ぼすおそれのある行為又は事業活動に

関する情報

イ 人 の生活又は財産に対して重大な影響を及ばす違法又は著しく不当な行為

文は事業活動に関する情報
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( 5 )政 務調査費制度について

ア 政 務調査費制度創設の経過

(ア)制 度創設までの経過

a  昭 和 2 2年 ～昭和 3 1年 改正まで (地方 自治法制定当初)

○ 議 員に対する調査研究費等の支出
・ 条例により議員に対 し、通信費、交通費、調査研究費、退職弔

慰金などを支給

b  昭 和 3 1年 度～平成 1 2年 度 (会派に対する調査研究費の支出)

0  議 員1□人に対する法定外給付の禁止 (昭不B 3 1年 自治法改正)

,  議 員に対する通信費、交通費、調査研究費、弔慰金などの支給

の禁止

地方自治法第 2 0 4条 の 2

「曽通地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又はこ

れに基く条例に基かすには、これを第 2 0 3条 第 1項 の職員及

び前条第 1頂 の職員に支給することはできない。」

※ 地 力議会議員 ・・法第 2 0 3条 第 1頂 の職員

o  会 派に対する調査研究費の支出
・ 議員個人に対する法定外の給付が禁 じられたため、政策集団で

ある会派の調査などの活動の費用の
一部を
/ A N益上必要ある場合の

補助として支給 (法第 2 3 2条 の 2 )

<調 査研究費補助制度の問題点>        ｀

◆ 会 派の活動に対する首長の制約
・ 交 付方法や条件など首長が定める補助に対する交付基準等に

よつて議会会派の活動に制約を力Bえることが、三元代表制として

長と対立すべき議会会派への支援のあり方として妥当でない。

◆ 監 査請求の対象
・ 補 助金の透明

r性に対する住民のj j L半」が強まつてきた。

(イ)政 務調査費の制度化

a  全 国都道府県議会議長会 における決議
・要望

地方角権の進展に応じ、
一層積極的、効果的な活動を行うためには、

その活動を支える基盤の3鋼しが不可欠とじて、地方自治法に関する以下の改正を要望

○ 都 道府県政調査交付金の法的な位置づけ

○ 議 員活動に要する経費の支給

92



○ 地方分権の推進 と議員の活動基盤の強化 に関する決議 (平成‖年 1 0月2 8 日) ( 抄 )

者え力 :地力分権の推進に伴う自己決定権と自己責任の拡大に対応 して、地方議会が

果たすべき役割がますます大きくなることか ら、執行機関に対する監視機能

はもとより、政策立案機能を充実強化する必要がある。
一汚、議昌に求めら

要 望 :地 方議会の権限の3会化と制度の充実を図り、都道府県敵謁沓奪付令の渋的な

○ 議員の活動基盤の強化に関する要望 (平戚 1 1年1 1月1 1日) (抄 )

者え万 :こ う した中で、都道府県議会

車業 4 k  t ノつつある状況にある。

更に、地万分権の時代 にあ つて、

要 望 : 1  議 会の活性イしを図るためには会派の活動を
一層充実強イしすることが必要

であり、

地方分権の進展に応 じて、
一層 極 的、効果的な議員活動が行われるよ

医である。

b  地 方 自治法の改正の提案理由 (議員提案)

地方議員の調査活動基盤の充実を図る観点か ら、議会 における会派等

に対する調査研究費等の助成を制度化

○ 衆 議院地方行政委員長起車案 (平成 1 2年 5月 1 8日 衆議院委員会 )

(田各)
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イ 地 方 自治法の規定の内容

( ア) 地 方 自治法 の規定 (第 1 0 0 条 )

施行通知

地力 自治法の一部を改正する法律の施行について

(平成 1 2 年 5 月 3 1 日 、 各都道府 県総務部長 、 議会事務周長 あ

て 自治省行政課長通知 )

〔留意事項〕
2  条 例による政務調査費の交付に関する事項

( 1 ) 今 回の政務調査 費の法制イヒで は、政務調査 費 を交付す るか

否かは各 団体の判 断に委ね られた ところであ るが、そ の

査費につ いて は、(2
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ウ 京 都府政務調査費の交付に関する条例の制定 ・改正の経過

・ 平成12年 5月 の地方自治法改正 (平成13年 4月 1日施行)を 受けて、各

地力公共団体において政務調査費の交付に関する条例制定の検討が行われた。

・ 京都府議会におしヽては、法改正の趣旨の一つである透明性の確保を図るため

の検討が積極的に行われた結果、条例の制定当初から、当時としては全国的に

先駆けた措置として、1件 につき5①,000円以上のすべての支出 (事務所費、

事務費、人件費を除<。)に ついて領収書の写し又は支払証明書の写しの添付

を義務付けることとされた。

。 しかし、法改正当時から、①調査研究に対する定義 ・概念の規定がなしヽ、

②議員立法であることから、閣法のような想定質疑がなしヽ、③法案審議におしヽ

ても具体的議論がなしヽ、としヽった課題があつたため、全国各地におしヽてその使

途及び透明性をめぐる問題が生じることとなった。

・ 府議会におしヽては、平成 19年 6月 19日 に、議長から議会改革に係る6

項目につしヽて、議会運営委員会に諮問され、7月 3日 に議会運営委員会の下に
「府民に分かりやすしヽ議会のあり方検討分科会」が設置され、政務調査費の見

直しにつしヽて、府民の関すいが高<早 急に成果が求められる事項と認識し、集中

的に検討が行われた。

・ その検討結果は、 10月 5日 に議会運営委員会に報告されるとともに、議会

運営委員会では、分科会報告を踏まえた検討が行われ、基本的な者え力及び

制度の見直しの要点につしヽてとりまとめた上、 12月 11日 に議長へ答申を行
った。

・ この答申を踏まえ、平成19年 12月 定例会で議員提案による条例改正が次
のとおり行われたところである。(12月 18日 議決)

<改 正の概要>

(1)領 収書等の収支報告書への添付
政務調査費の支出の透明性の向上を図るため、規程におしヽて定めてしヽた領

収書等の写しの収支報告書への添付につしヽて、条例で規定するとともに、添

付対象の限定をなくし、すべての項目のすべての支出につしヽて行うこととす
る。

(2)政 務調査の活動報告書の収支報告書への添付
政務調査費の支出に対する説明責任を担保するため、収支報告書の提出に

際して、主な政務調査活動に係る報告書を添付することとする。

(3)収 支報告書等の保存及び閲覧
収支報告書の添付書類である領収書等の写し及び活動報告書についても、

収支報告書と同じ期間、議長におしヽて保存し、関覧に供することとする。

(4)施 行期日

平成20年 4月 1日 (施行日以後に交付する政務調査費について適用する。)
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